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第 1章 

 

序論 

 

1.1 研究背景 

1.1.1 無線通信の通信高速化と品質向上 

移動体通信システムに代表されるように無線通信システムの進化はとどまることを知

らず，1980年代に第一世代が登場して以降，10 年ごとに革新的な進化を続け 2020 年には

第 5 世代移動通信システム（5th Generation）が実用化されるなど通信速度は 40 年間で

10000倍に高速化してきた（図 1.1.1.1）[1]．また，通信の信頼性向上と同時多数接続が可

能となったことからあらゆるものが無線でネットワークに接続される社会の到来が予想

されている[2]．例えば，自動運転を無線通信によりサポートすることや，遠隔医療のため

の遠隔機器操作，また，ウェアラブル端末を活用したヘルスケアやマーケティングなどが

予想されている．移動通信サービスにおけるスループットは，2000 年代初期の第 3 世代

移動通信システム（3th Generation）のサービス開始時には 380 kbps 程度であったが，HSPA

（High Speed Packet Access）により下りリンクで 3.6 Mbps を実現した．5Gでは下りリン

クで最大 20 Gbpsの通信速度を目指しており，これは有線通信に匹敵する速度である． 

 

図 1.1.1.1 無線通信規格の通信速度の歴史 [1] 
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1.1.2 既存有線設備の無線通信による代替の現状 

第 5世代移動通信システムなど無線通信の飛躍的な通信高速化・品質向上に伴って，既

存の有線設備を無線通信により代替する需要が国内外で高まっている．現在インターネッ

トで実現されている音声・データ・画像などの情報通信サービスをデジタル網で一次元的

に実現する有線通信 ISDN（Integrated Services Digital Network）は，1980 年代から本格的な

検討が ITU（International Telecommunication Union）を中心に世界の先進各国で進められた．

日本国内では 1988 年に NTT グループによってサービス提供が開始された国内のデータ

通信を担ってきた有線通信 ISDNだが，無線通信の通信品質向上と設備の老朽化を理由に

数年以内に一部を無線通信 MVNOへ代替することが決定している[3]．さらに国外におい

ても，米国の研究機関 AVSI（Aerospace Vehicle Systems Institute）を中心に航空機の運用コ

スト削減を目的として，機内の配線の一部を無線通信により代替する新たなデータ通信技

術，WAIC（Wireless Avionics Intra-Communication）システムが提案されている[4]．図 1.1.2.1

に示すように，WAIC システムは，酸素マスクの提供するセンサーや非常用照明，気圧セ

ンサーなどへの通信を担う有線ケーブルの無線代替が検討されるなど今後益々の適用拡

大が見込まれている． 

 

 

図 1.1.2.1 WAICシステムの適用例 [4] 
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1.1.3 既存有線設備の無線通信による代替までの課題 

無線通信の信頼性と高速化を両立するためには，都市部のマルチパス環境など遮蔽や回

折の影響が大きい特殊な環境下での詳細な伝搬特性推定が必要になる．例えば，航空機に

おいては，航空航法機器間での電磁干渉を評価する電磁環境両立性の検討が重要となる．

しかし，高層ビル群が建ち並ぶ都市環境や航空機の客室は周囲を金属壁などの障害物で囲

まれたマルチパス環境であるため，無線機器から放射される高周波数帯の電波はこれら障

害物によって反射を繰り返しながら伝搬し，航空機に関しては内部の什器による遮蔽や散

乱，吸収といった影響を受けるため，電磁界分布は非常に複雑なものとなる． 

これらの課題を実地での実験によって明らかにすることは難しい．都市環境の場合には，

時系列ごとに天気や人の流動が考えられ，航空機環境の場合には，機体形状が複雑で送受

信系の設置位置に限界があることなどが挙げられる．また，共通する課題として大規模環

境での測定となるため人的コストが膨大であり実験そのものの実現が困難である点が挙

げられる．一方で，電波伝搬分野で一般的な数値解析手法であるレイトレース法によって

この課題を解くこともまた難しい．レイトレース法は電波を光に見立て空間におけるレイ

の数を計算して電磁界を解析する手法であるため，複数の金属構造物で構成される都市や

航空機を含んだ環境では，反射回数の増大に伴って解析精度が低下するため適さない．し

たがって，大小さまざまなビル群や，内部に座席やギャレーなどの電気定数の異なる什器

が複数存在する多重反射環境における伝搬特性については，これまでに高精度かつ条件網

羅的な評価がなされておらず，伝播モデル構築や無線回線設計方法の確立には至っていな

いという問題点があった． 

 

1.2 本研究の目的と意義 

本研究では，これまでに述べた課題に対し，有限差分時間領域法（FDTD法）に基づく

電磁界解析と大型計算機を用いた大規模な並列演算処理を適用することで，多重反射環境

における電波伝搬特性の高精度な電磁界データを取得し，複数の金属構造物を含んだ特殊

な環境下での電磁界特性評価を実現する．FDTD法を適用した数値シミュレーションは過

去に提案されており[5-7]，実験での設置が困難な箇所への送受信機の配置や解析周波数の

設定および変更が容易であることが明らかになっている．本手法を適用することで，これ

まで取得が困難であった電磁界データを詳細かつ網羅的に取得することが可能となる． 

FDTD法は時間領域の電磁界解析手法であり，多重反射環境で生じる複数の反射・屈折波

を非常に高い精度で評価でき，三次元空間をボクセルと呼ばれる立方体形状の微細な空間

要素に離散化して解析するため，媒質形状が複雑で電気定数が異なる評価対象であっても

詳細にモデル化し評価することができる．他方で，FDTD法の計算機負荷は，他の数値解

析手法と比べて高い．WAICシステムを含む高周波電波の伝搬特性を推定する場合，評価
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周波数に対して解析対象空間の寸法が大きくなるため，計算機資源が膨大となり，汎用計

算機などでは数値解析を実行できない．そこで本研究では，大型計算機による大規模並列

演算技術を用いてこれを解決し，多重反射環境内における伝搬特性に関する諸特性につい

て明らかにする． 

 

1.3 本論文の内容と構成 

図 1.3.1 に本論文における構成と各章の関係を図示し，その内容について以下に説明す

る．本論文は，第 1章から第 8章で構成されている．第 1章は序論であり，第 2章から第

7 章までが本論，第 8章が結論である．以下に第 2章以降の概要を述べる．  

 

第 1章：序論 

第 2章：マクスウェルの方程式に基づく時間領域解析手法 

第 3章：並列 FDTD解析 

第 4章：航空機数値解析モデルの構築と測定結果との比較による妥当性評価 

第 5章：航空機モデルを用いた機内外電磁界特性評価 

第 6章：多重反射環境における電磁干渉を想定した電磁界解析 

第 7章：屋外漏洩波による電磁界分布の解析評価法の検討 

第 8章：結論 

  

 第 2章は，FDTD法（The Finite-Difference Time-Domain method）について詳細に解説を

行う．マクスウェル方程式をコンピュータ上で扱うための定式化，ならびに空間を分割し

た際の Yee セル上における電磁界成分の配置および媒質の取り扱いについて示す．加えて

FDTD法を使用する場合の基本的な事項であるセル寸法や時間ステップ間隔の制約，さら

には吸収境界条件の詳細について示す． 

 第 3 章では，第 2 章で説明した FDTD 法を大型計算機により取り扱う手法の解説を行

う．このときの手法は並列 FDTD法と呼ばれる．大型計算機による並列処理のアルゴリズ

ムとそれに伴う FDTD 法の改良点，および並列プログラミングの基本事項について示す． 

第 4章では，局面によって構成される機体円筒壁による機内放射波の反射と回折を評価

するために機体形状を模した円筒状の数値解析モデルを構築し，機内における伝搬特性に

ついて評価する．アンテナ設置高さと評価面の設置位置の距離に対する交差偏波識別度を

示す．  

第 5章では， 

大規模計算機上で動作する中型航空機の数値解析モデルを構築した．高信頼な無線通信

の実現のために，機内外の伝搬特性について詳細に評価する必要がある．WAICシステム

に関し，機内での電波強度の減衰特性や偏波依存性などについて報告している．機内に設
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置されたアンテナから放射された電波は周囲の金属壁面により多重反射しながら伝搬し，

複数の窓から漏洩する．また，機外においても翼などからの反射が合成されるため，電界

強度分布は複雑なものになる． 

そこで本章では，機内WAICシステムが設置された場合を想定し，アンテナ高さが変化

した場合に，機内外における伝搬特性を示し，翼やエンジンなどの機体構造物に起因した

伝搬特性について網羅的かつ定量的に評価する． 

 

第 4 章で作成した航空機モデルを用いて機内外の伝搬特性および伝搬損失について詳

細に評価した． 

 第 6 章では，EMI 影響が懸念されている WAIC システムと既存の航法機器である電波

高度計間での電磁界分布について評価する． 

 第 7章では，WAIC システムを搭載した航空機間での EMI 影響を考慮して，航空機を囲

む円周状評価面を計算機上で作成し，同評価面における電磁界分布について評価する． 

第 8章では，本研究で得られた成果についてまとめ結論とする． 

 

 

図 1.3.1 本論文の構成 
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第 2章 

 

マクスウェル方程式に基づく 

時間領域解析手法 

 

2.1 まえがき 

有限差分時間領域法（FDTD法：Finite-Difference Time-Domain method）[8]～[12]は，時

間領域において微分形式のマクスウェル方程式を空間および時間について離散化するこ

とで，電磁界が空間を伝播していく過程を時間領域のもと，解析可能な手法である．解析

過程が単純なためにどのような解析モデルでも高精度な解析結果が得られる．この手法で

は，空間伝搬のほか反射係数や指向性なども計算可能なため，アンテナ解析にも用いられ

る．さらには，Green関数を使用するこれまでの周波数領域における解析手法では行うこ

とができなかった有限地板を有する複雑な形状のアンテナをモデル化することが可能で

ある． 

FDTD 法以外にも電磁界解析手法は複数存在し，モーメント法（MOM）や幾何光学的

回折理論（GTD），有限要素法（FEM），物理光学（PO）など挙げられるが，FDTD法は時

間領域における数値解析手法であるため，これら手法と比較して，より広範な課題に適用

することが可能となる．また，構造のモデル化，シミュレーション，分析ツールとして多

くの優れた能力を有している．それら能力の一例について以下に記す． 

 

(1) システムの共振現象に関する広帯域な応答予測 

(2) 任意 3 次元構造のモデル化 

(3) 完全導体，金属，低導電率あるいは導電率 0の媒質のモデル化 

(4) 解析対象のモデル化に使用する周波数に依存した構成パラメータの設定 

損失性誘電体 
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磁性体 

非線形媒質，プラズマおよびフェライト  

 

 

 

(5) 近傍界から導出される遠方界等すべての電磁界応答の取得  

散乱界 

アンテナパターン（放射指向特性） 

レーダ断面積（RCS） 

電流，電力密度 

透過・相互結合 

これらの解析は広帯域な周波数特性を有する励振源を適用することにより実現される．

一般的に使用される励振法について以下に記す． 

(1)  平面波 

(2)  パルス（EMP） 

 

解析モデル近傍の電磁界の相互作用を計算して電磁界解析を行う FDTD 法は，他の電

磁界解析手法に比べて並列処理での実行に適している．その際に重要となるのが解析空間

を分割するセルの寸法と時間領域過程を観測するための時間ステップ値である． 

セル寸法については一般に解析波長の十分の一程度以下であれば，十分高精度な結果を

得られると言われている．これよりさらにセル寸法を小さくすれば，より高精度な結果が

得られる．一方で，セル寸法の上限についてはナイキスト周波数の関係から，解析周波数

の半波長分となる．近年では，CAD（Computer Aided Design）や CAE（Computer Aided 

Engineering）などの発展により，解析対象のモデル化，FDTD法の実行，解析結果の可視

化などが誰でも容易に行うことができるようになった． 

FDTD法は，微分形式のマクスウェル方程式を中心差分法により線形差分形式として格

子上に空間的分割を行った解析対象に適用し，伝搬現象をシミュレートする．極近傍電磁

界の相互作用に関する計算を空間全体に行い．離散時間ステップ毎の伝播過程を解析する．

また，単一周波数（CW）に対する定常応答を求める際にも利用可能である． 
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2.2  有限差分時間領域法の定式化 

2.2.1  マクスウェルの回転方程式 

線形等方性媒質について，時間領域におけるマクスウェルの微分方程式を下記に示す． 

  = − −E
B

J


 t
m  

（2.1） 

  = +H
D

J


 t
 

（2.2） 

  =D   （2.3） 

  =B 0  （2.4） 

ここで， 

D E=   （2.5） 

B H=   （2.6） 

初期状態において電磁界分布が定義され，それらがマクスウェル方程式を満足してい

る場合，式（2.1）～（2.6）は電磁界を記述するために必要なすべての情報を含んでいる．

また，式（2.3）および（2.4）は式（2.1）および（2.2）と初期境界条件から導出されるの

で，FDTD法においては解析に必要ではない．したがって，FDTD法の定式化はマクスウ

ェルの微分方程式（2.1）と（2.2）のみを使用する． 

 

式（2.1）と（2.2）を FDTD法の定式化に基づき，変形した式を次に示す． 

HE
H







 
−−= )(

1

t
 

（2.7） 

EH
E








−= )(

1

t
 

（2.8） 

電流と電界に関する式 J E=  を損失性誘電体に適用し，磁気導伝率を加えることで磁

気損失を考慮できる． 

 

FDTD 法では，電界Eと磁界Hのみを取り扱い，電束密度Dと磁束密度Bは扱わない．

また，構成パラメータ（ ， ， ， *）は既知であることが条件となる．加えて，定

式化においては光速や，自由空間における誘電率および透磁率を規格化するような簡略化

は行わない．規格化は計算精度を向上し，処理時間を短縮するメリットがあるが，パラメ

ータの物理的意味を失うデメリットが存在するからである． 
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またマクスウェル方程式による解析は，回転方程式と同時に発散方程式を考慮すること

ができる．発散方程式は回転方程式（2.1）と（2.2）の発散を求めることで表される． 

   = − → = −


→  =( )
( )

E
B B

B






t t
0 定数  

    = + → =
 

+  ( )
( )

H
D

J
D

J






t t
0  

                         →


−   + =












( )
( )

D
J

t t t
連続性から 0  

( ) →  − = →   − =



 

t
D D0 定数 

ここで，ベクトル恒等式    =A 0を使用した．FDTD 法において電磁界と信号源の初

期値を 0とすれば，初期状態では B と )( − D はすべての時間で 0になる． 

発散方程式は FDTD 法に向けたマクスウェル方程式の定式化では不要であるが，他の手

法を用いれば電磁界の評価に利用できる．  

 

2.2.2  電界と磁界の定式化 

  2つの回転方程式（2.7）と（2.8）は入射界と散乱界に分離でき，以下のように表現する

ことができる． 

E E E E=  +total incident scattered
 （2.9） 

scatteredincidenttotal HHHH +=  （2.10） 

入射界と散乱界を分離して計算することで，算出した散乱界から解析空間全てにおける

入射界が定義できる．ただし，散乱界は解析空間の外部境界で吸収される． 

媒質の内外にマクスウェル方程式に基づいた境界条件を満足する散乱波が発生する．ま

た，完全導体の境界面ではE E
scattered incident= − であり，それ以外の媒質では散乱界が媒質の

構成パラメータに依存する．散乱界は媒質内部では当該媒質のマクスウェル方程式を満足

し，媒質外部では自由空間のマクスウェル方程式を満足する．入射界は，散乱媒質を通り

過ぎる場合を含み常に自由空間を伝播し，散乱媒質が存在しない場合の電磁界として定義

する． 

入射界と散乱界は独立してマクスウェル方程式を満足しなければならず（ここでは，線

形媒質を考える），入射界は自由空間を伝播すると定義する．必要に応じて自由空間はコ

ンクリートや土などの一様媒質に一般化することができる．しかし，検討の初期段階にお

いては簡単化のため自由空間を仮定する．入射界にとって解析空間はすべて自由空間であ
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る．しかしながら，入射界と散乱界から成る全電磁界は，散乱体の外部では自由空間を伝

播し，散乱体の内部では散乱体の媒質中を伝播する．散乱媒質中で全電磁界は次式を満足

する． 

  = − − E
H

H
total

total
total

t




  

（2.11） 

  = +H
E

E
total

total
total

t




  

（2.12） 

ここで，媒質を通過する入射界は自由空間条件を満足するため右辺第二項は消去される． 

  = −E
Hinc

inc

t





0  

（2.13） 

  =H
Einc

inc

t




0  

（2.14） 

全電磁界を次式のように書き変える． 

  + = −
+

( )
( )

E E
H Hinc scat

inc scat

t




− + *( )H H

inc scat  
（2.15） 

  + =
+

( )
( )

H H
E Einc scat

inc scat

t




+ + ( )E E

inc scat  
（2.16） 

式（2.13）と（2.14）を式（2.15）と（2.16）に代入して，媒質内部の散乱界の方程式は

次式となる． 

  = − −  − − + 








E

H
H

H
H

scat
scat

scat
inc

inc

t t




  




( )0  

（2.17） 

  = + + − +








H

E
E

E
E

scat
scat

scat
inc

inc

t t




  




( )0  

（2.18） 

自由空間で全電磁界は次式を満足する． 

  = −E
Htotal

total

t




0  

（2.19） 

  =H
Etotal

total

t




0  

（2.20） 

式（2.19）と（2.20）を書き直して次式に示す． 

t

scatinc
scatinc






)(
)( 0

HH
EE

+
−=+  

（2.21） 

t

scatinc
scatinc






)(
)( 0

EE
HH

+
=+  

（2.22） 

入射界を取り除くと，自由空間の散乱界を記述する方程式が得られる． 
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  = −E
Hscat

scat

t




0  

（2.23） 

  =H
Escat

scat

t




0  

（2.24） 

自由空間を媒質とした場合，式（2.23）と（2.24）は媒質中の散乱界から導出される．ま

た，以下の条件の成立時に式（2.17）と（2.18）は式（2.23）と（2.24）になる． 

 → 0  

 → 0  

 → 0  

→ 0  

結局のところ，入射界と散乱界を独立したものとして扱うには入射界の方程式（2.13）と

（2.14）が必要になる． 

  = −E
Hinc

inc

t





0  

  =H
Einc

inc

t




0  

上記に示した 1組（2本）の方程式は，解析的に定義された入射界がマクスウェル方程式

を満足することを示しており，散乱界の方程式（2.17）と（2.18）は計算によって導出で

きる．ただし，散乱体内部では ，， *， ，散乱体外部では = = 0， = 0， = 0

である．また，適当な差分方程式を導入することで，電磁界の時間微分項を残りの項の関

数として記述することができる． 













 





 

H
H H

H
E

scat
scat inc

inc
scat

t t
= −


−


−

−
−  

( )
( )0 1

 
（2.25） 

)(
1)( 0 scat

inc
incscat

scat

tt
H

E
EE

E
+

−
−−−=




















 

（2.26） 

  次節では，これら散乱界の方程式の差分化を行う．最初に完全導体の境界面でこれらの

方程式を差分化する．また，有限な ，， ，を用いて，一般的な散乱の場合につい

て考察する． 

2.2.3  完全導体の定式化 

散乱界は，散乱体の外側においては自由空間の条件を満足する．したがって， = = 0，

 = 0，  = 0として，式（2.25）と（2.26）は次式に示すように簡略化される． 
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

 

H
E

scat
scat

t
= −  

1

0

( )  
（2.27） 



 

E
H

scat
scat

t
=  

1

0

( )  
（2.28） 

完全導体上において散乱界は式（2.26）のように書き換えられる． 









 





 

E
E E

E
H

scat
scat inc

inc
scat

t t
= − − −

−
−  

( )
( )0 1

 
（2.29） 

完全導体は， = であるため，式（2.29）は簡略化され式（2.30）となる． 

 

E E
scat inc= −  （2.30） 

したがって，完全導体を考える場合においては，式（2.30）を用いる．また，自由空間と

完全導体のみが与えられた場合であっても，FDTD法を適用するためには，散乱界に対す

る入射界と自由空間の式（2.27），（2.28），（2.30）が必要である．さらなる簡略化のために

は，式（2.30）を完全導体の表面にのみ適用し，完全導体内側の電磁界を無視すれば良い． 

離散化された時間と空間の電磁界を Yeeの表記法[13]を用いて考察する．図 2.2.3.1に示

す直方体セルについて，空間座標を式（2.31）のように定義する． 

( , , ) ( , , )i j k i x j y k z=     （2.31） 

  ここで，i ， j，k は整数であり，x ， y ，zは x， y，z軸方向のセル寸法を示して

いる．また，セル上の離散化された座標と時間で評価する任意関数 uを式（2.32）に示す

ように簡略化する． 

),,(),,,(),,,( kjiunkjiutnzkyjxiu n==  
（2.32） 

ここで，t は時間離散間隔であり，nは整数である． 

Yee の定式化においては，空間と時間微分を中心差分で近似する．この場合，空間と時

間の増加に対して，2 次の精度が保証される．ある時刻 t n t=  において， x方向の関数 u

の空間における一次微分を次式のように差分表示する． 





u i x j y k z n t

x

u i j k u i j k

x
O x

n n( , , , ) ( / , , ) ( / , , )
[( ) ]

   


=

+ − −
+

1 2 1 2 2
 

（2.33） 

式（2.33）での変数 i の増減（1/2）は，（1/2）xにわたる空間差分を示している．1/2

ずつ変化する座標移動は，セル上に電磁界成分を交互に配置させていることを意味する．

すなわち，電界をxおきに配置し，その両隣の（1/2）x離れた座標点に磁界を配置す

る．磁界の時間変化が E x/ の数値解を与える．同様にして，yおよび z方向での差分表

示は，式（2.34）と式（2.35）で示される． 
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



u i x j y k z n t

y

u i j k u i j k

y
O y

n n( , , , ) ( , / , ) ( , / , )
[( ) ]

   


=

+ − −
+

1 2 1 2 2
 

（2.34） 





u i x j y k z n t

z

u i j k u i j k

z
O z

n n( , , , ) ( , , / ) ( , , / )
[( ) ]

   


=

+ − −
+

1 2 1 2 2
 

（2.35） 

で与えられる． 

関数 uの時間微分はセル ( , , )i j k において次式のように差分化される． 





u i x j y k z n t

t

u i j k u i j k

t
O t

n n

( , , , ) ( , , ) ( , , )
[( ) ]

   


=

−
+

+ −
1

2

1

2
2  

（2.36） 

関数 uについて時間 nの増分（1/2）を仮定している．これは電界と磁界を（1/2）t おき

に交互に計算するために導入された蛙飛アルゴリズム（leapfrog algorithm）と呼ばれる計

算手法である． 

  図 2.2.3.2 に示すように，セル ( , , )i j k には 6 つの電磁界成分が配置されている．以下に

示す導出では，表記簡略化とプログラミングコードへの適用を考慮して，表 2.2.3.1 と表

2.2.3.2に示すように記述する．表 2.2.3.1は図 2.2.3.2に対応しており，表 2.2.3.2は図 2.2.3.2

における点 ( , , )i j k と対称な位置に存在する電磁界に着目した場合である．このように場合

分けする理由は，解析空間表面の電磁界成分として座標点の正側，負側の成分を考慮する

か否かの違いによる． 
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( , , )i j k

( , , )i j k+ + +1 1 1

E i j k
x
( / , , )+1 2 H i j kz ( / , / , )+ +1 2 1 2

E i j ky ( , / , )+ 1 2

H i j kx ( , / , / )+ +1 2 1 2
E i j kz ( , , / )+ 1 2

H i j kｙ( / , , / )+ +1 2 1 2

 

図 2.2.3.1： Yeeセルと座標系   図 2.2.3.2：セル ( , , )i j k における電磁界の配置 

 

 

 

表 2.2.3.1：Yeeセルと電磁界成分の表記法 

正確な表記法 簡略化された表記 

E i j kx ( / , , )+1 2  E i j kx ( , , )  

E i j ky ( , / , )+1 2  E i j ky ( , , )  

E i j kz ( , , / )+1 2  E i j kz ( , , )  

H i j kx ( , / , / )+ +1 2 1 2  H i j kx ( , , )  

H i j ky ( / , , / )+ +1 2 1 2  H i j ky ( , , )  

H i j kz ( / , / , )+ +1 2 1 2  H i j kz ( , , )  

 

 

表 2.2.3.2：セルと電磁界成分の表記法（2） 

正確な表記法 簡略化された表記 

E i j kx ( / , , )−1 2  E i j kx ( , , )  

E i j ky ( , / , )−1 2  E i j ky ( , , )  

E i j kz ( , , / )−1 2  E i j kz ( , , )  

H i j kx ( , / , / )− −1 2 1 2  H i j kx ( , , )  

H i j ky ( / , , / )− −1 2 1 2  H i j ky ( , , )  

H i j kz ( / , / , )− −1 2 1 2  H i j kz ( , , )  

( , , )i x j y k z  

x

 y

z

x

z

y

i

j

k

( , , )i j k



 16 

  散乱界に関するベクトルマクスウェル回転方程式をスカラ成分に分解することによっ

て次式を得る． 

 



 









E

t

H

y

H

z

x
scat

z
scat

y
scat

= −














1

0

 

（2.37a） 



 









E

t

H

z

H

x

y
scat

x
scat

z
scat

= −










1

0

 
（2.37b） 



 









E

t

H

x

H

y

z
scat

y
scat

x
scat

= −














1

0

 

（2.37c） 


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微分方程式を差分方程式で置き換えると次式を得る． 
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（2.38f） 

完全導体を入射界と散乱界に分離して扱う定式化である． 

 

2.2.4 損失媒質の定式化 

  式（2.9），式（2.10）を用いて媒質中を伝播する散乱界の方程式（2.25），（2.26）を導出

した．incに対して i ， scat に対し sを使用することで式（2.26）の表記を次式に書き換え

る． 
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（2.39） 

  直交成分に分割することで電界の x成分を求める． 
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上式に中心差分式（2.33）から式（2.36）と 
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を使用することにより次式を得る．他の成分についても同様に得る． 
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（2.42f） 

式（2.42a）から式（2.42d）において， = 0，* = 0， = 0， = 0，入射電磁界が

存在しない場合の結果は，既に導出された式（2.38a）～（2.38f）と一致する． 

 

2.2.5  デルタギャップ給電の定式化 

本論文において，ダイポールアンテナを用いた FDTD解析を行うが，このとき，アン

テナへの給電にはデルタギャップ給電法[14]を利用する．本節では，デルタギャップ給電

の定式化について説明する． )(tV を給電電圧としたとき，図 2.2.5.1 に示すようにアンテ

ナ給電部における電界の z 成分を 
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 によって与えるものがデルタギャップ給電法である．ここで，給電電流は図の閉曲線 C

にアンペアの法則 
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（2.45） 

 より求められる． 

 

図 2.2.5.1 : デルタギャップ給電と給電電流を求めるための磁界 

 

2.2.6  不等間隔メッシュの定式化 

FDTD 解析において，大規模領域の計算を行う場合，計算負荷を軽減する手法として

不等間隔メッシュ[10]の利用があげられる．本節では不等間隔メッシュにおける，格セル

のセルサイズの決定方法について説明する． 

3次元 FDTDにおいて各点をそれぞれ 
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で表される．不等間隔の領域ではセルの頂点から中心までの距離 

2/,2/,2/
2

1

2

1

2

1 kk
k

jj
j

ii
i

zzzyyyxxx +=+=+=
+++

 （2.48） 

C









+

2

1
,, fffz kjiE









++

2

1
,

2

1
, fffx kjiH









++

2

1
,,

2

1
fffy kjiH









+−

2

1
,

2

1
, fffx kjiH



 21 

によって辺の大きさが定義され，これから各セルの辺の大きさは次のように再定義される 
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（2.49） 

FDTD 解析において，不等間隔メッシュの辺の大きさは，電界成分と磁界成分につい

て，それぞれ次のように定義される． 
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   各セルの大きさは図 2.2.6.1を参照． 

 

図 2.2.6.1 : 不等間隔メッシュ 

 

2.3  FDTD 法の基礎 

本節では，FDTD法を用いた電磁界解析を実現するための実務上留意しておくべき点に

ついて解説する．留意事項は，主に 2つあり，解析モデルのセル寸法と時間ステップ間隔

についてである． 

セル寸法は，解析を行う周波数において精緻な結果が得られるよう波長に対して十分小

さな値を設定する必要があり，これは扱う媒質によっても調整する必要がある．媒質に誘

電性がある場合，媒質内では波長短縮効果により，媒質内では見かけ上の周波数が高くな

るからである． 

他方，時間ステップ間隔は解析精度を保障するための最大値が存在する[15]．これは

Courant の安定条件とよばれる．このとき，時間ステップ間隔を小さくしても，計算精度

ix

jy
kjizH ,21,21| ++

kjixE ,,21| +

kjiyE ,21,| +

kjiyE ,21,1| ++

kjixE ,1,21| ++

yjh

xih

21,21,| +− kjixH

21,21,| ++ kjixH

21,,| +kjizE

21,,21| ++ kjiyH

21,,21| +− kjiyH

2/1− ix 2/ix

2/1− jy

2/jy
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の向上が期待できないことが知られている．また，時間ステップ間隔が安定条件を越える

と解析結果が不安定になる． 

FDTD 法は，解析環境に対応した様々な入力波形を適用できるが，前節で導出した式

（2.42）により散乱界を求める場合，入射界を解析的に定義しなければならないため．一

般的には，ガウシアンパルスを用いる．また，解析空間中に周波数依存性媒質を含む場合

はコサインパルスの適用が有効である．FDTD法は，ダイナミックレンジが広く，セル寸

法，周波数およびモデルの構造によって変化するが解析解の精度は 120 dB 以上である．

アンテナの放射界の解析など入射界が存在しない問題を解く際は，全電磁界を計算する

FDTD法を使用する. 

全電磁界または散乱界の解析では，Mur[16]あるいは Higdon[17]の 1 次あるいは 2 次の

吸収境界条件を適用することで，FDTD解析空間の無反射終端を実現する．これらの吸収

境界条件の設定は比較的容易であり，多くの FDTD 解析において充分な解析精度を実現

する． 

解析モデルを含む十分に広い空間のセル寸法を決定した後，解析モデルと吸収境界間の

セル数を決定する．また，解析モデルと電磁界の相互作用を解析するのに十分な時間ステ

ップ数を推定する． 

 

2.3.1  セル寸法の決定 

正しい解析結果を取得するためには，セル寸法を適切に決定する必要がある．一般的に

は，1セルの寸法を最高解析周波数の十分の一以下にする必要があるといわれている．ま

た，散乱体のレーダ断面積を正確に求めるためには，1/20 波長以下程度に寸法を決定する

必要がある．一方，簡単な解析モデルでは 1波長当たり 4セルでも満足いく結果が得られ

る場合がある．セル寸法を大きくした場合，ナイキストの標本化定理の上限である = 2x

に近づくために，解析精度が低下する． 

 解析空間に誘電体を含む場合，セル寸法の最大値は誘電体の波長によって決まるため，

誘電率の大きい誘電体を含んだ解析ではセル寸法が大きくなる．このような場合に解析空

間の全領域に渡って均一のセル寸法を適用すると，必要以上にセル数が増加し，計算機コ

ストが増大してしまう．そのため，このような解析を実行する際は，高誘電率の誘電体内

部では小さいセルを，外部では大きいセルを用いる不均一セルの適用や[18]-[19]，表面ま

たはシート状のインピーダンス[20]-[22]の適用が望まれる． 

セル寸法を決定する際，できるだけ解析モデルの構造を正確に近似しなければならない．
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ワイヤー状の細長いアンテナの場合，ワイヤーの太さを波長の 1/10 から 1/20 程度に小さ

くすると，アンテナのインピーダンスに影響を与えることが懸念される．また，曲面を有

す解析モデル散乱を計算する場合，表面形状を立方体セルを用いて階段近似するが，この

工程は推定誤差の原因になりやすい[23]．階段近似による解析結果の誤差をなくすために

はセル寸法を波長に対して非常に小さくする必要がある．あるいは，同一寸法の Yee セル

を利用するのではなく，構造をモデル化するためのサブセル，あるいは特別なセル分割を

適用する． 

 

2.3.2  時間ステップ間隔 

 適用するセル寸法により，時間ステップ  t の上限値が安定条件から導出される．すべ

てのセル寸法を uとし，d 次元（ d = 1，2，3を想定）の格子に対して，解析空間全体に

おける伝搬速度の最大値を vとする（自由空間では vは光速に対応）と安定条件は， 

v t
u

d



  

（2.51） 

と表せる．また，格子のセル寸法が同一でない場合，安定条件は次式により表される[13]． 

( ) ( ) ( )

v t

x y z



  



+ +

1

1 1 1
2 2 2

 （2.52） 

式（2.51），もしくは式（2.52）の等式から導かれる  t を使用することで，高精度な解

析結果が得られる．多くの場合，上記の  t より小さい値を使っても，精度の大きな向上

は望めないことが知られている．  

 

2.4  CPML 

 FDTD法は解析空間の端を完全導体として扱うため，不要な反射波を生じてしまう．そのた

め一般的には，端での反射影響を低減するための吸収境界条件を適用する．そのひとつが

CPML である．CPMLは，一般的に用いられる非分散型の Unsplit PMLや一軸性（Uniaxial）

PMLに比べ, より反射誤差を軽減可能であり，高精度な解析が実現可能である． 

 CPMLは後に説明する CFS PML （Complex Frequency Sift PML） を帰納的畳み込み積

分に基づいて実装する方法である．したがって本節では，始めに PML の理論特性を示し

た後，CFS テンソルについて述べ，最後に FDTD プログラムにおける CPML の効果的な

実装方法を示す．詳細については参考文献[25]を参考とした． 
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2.4.1  PML の理論特性 

2.4.1.1  連続空間 

 FDTD 法では一般的に解析空間の端部による不要反射を抑えるため吸収境界条件を適用す

る．PML（Perfect Matched Layer）は，条件の一つであり，メモリ容量を多く必要とするが反射

を大きく抑える境界条件として知られている．PML を用いた場合，その層の厚さd としたと

き， w軸（ zyx ,, 軸）に垂直な表面に角度で PML に入射する波に対して，反射波は伝送線

路解析を用いて計算され，次式となる． 

( )  cos2 dweR
−

=  

（ 2.53）  

ここで，および w  はw軸方向に伝搬する波に対するPML における波動インピーダンスお

よび導電率である．FDTD 解析において， ( )R は反射誤差であり，PML を終端するPEC 壁

による非物理的な反射である．反射誤差は分離型PML，ストレッチ座標系PML および

Uniaxial PMLすべてについて同一である．これは同一の波動方程式を利用しているからであ

る.この誤差は w とd に対して指数関数的に減少する．しかし，反射誤差は ( )cosexp とと

もに増加し， = 90 のとき最大となる．したがって，PMLに対し入射波が垂直入射した場

合， 1=R  となりPMLによる反射波の減衰が最小となる．そのため， ( )R は可能な限り小

さくなければならない．これはPMLの層を厚くすることで解決可能である．PML の層を薄

くする必要がある場合， w は可能な限り大きくし，反射時の減衰を最大にすることが望まし
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い．  

図2.4.1.1 : 一軸性媒質によるPML吸収境界強健 

 

2.4.1.2  離散空間 

 PML 損失パラメータの変化 連続な入射電磁界に対して および * が局所的に階段状ス

テップであったとしても，理論的に波はPML 境界を無反射で伝搬しうる．ただし，FDTD 

またはマクスウェル方程式の離散表現において有限空間サンプリングによる数値誤差が発生

する．結局，FDTD 格子での および * の階段状の不連続性を考慮したPML の実現はPML 

表面で重大な不要反射波を発生する． 

 この反射誤差を減少させるため，PML 境界に垂直な方向に漸次増加する損失を提案してい

る[22]．漸次増加する損失を仮定すると，ストレッチ座標理論から明らかなようにPML は整

合している．この考えに基づいて， 0=x を境界面とする厚さd のPML に対して， x軸から

相対角度で入射する平面波について考察する．漸次増加するPML 導電率 ( )xx を仮定する

と反射量は以下のようにあらわせる． 

( )
( )dxx

d

x

eR


=
−

0

cos2 

  

（ 2.54）  
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 多項式増加  ( )xx （Uniaxial PML における ( )xx ）の設定法について，さまざまな提案が

行われている．比較的適した方法は，x軸方向に多項式または幾何的変化である[26]．多項式

増分は簡単に， 

( ) max,x

m

x
d

x
x  








=  

（ 2.55a）  

( ) ( )
m

xx
d

x
x 








−+= 11 max,  

（ 2.55b） 

0=x のPML 境界において
x  を0 とし，PEC 外部境界の dx = において

max,x  になる

ように増加させる．Uniaxial PML については，
x  は 0=x  で1 で， dx = で max,x  まで増

加する．（2.55）を（2.54）に代入して， 

( ) ( )1/cos2 max, +−
=

mdxeR


  

（ 2.56）  

と表す．一定のd に対して，多項式増分では2 つのパラメータ
max,x およびmを与える．

mが大きいと，PML 境界付近では平坦な ( )xx の分布となるが，PML を進むにつれて急速

に ( )xx が増加する．したがって，電磁界振幅は徐々に減衰し，離散化誤差による反射少な

い．典型的に 43  m がFDTDシミュレーションにとって最適であることがわかっている

[26],[27],[28],[29]． 

 多項式増分にとって，PML パラメータは誤差量を適当に与えることで直ちに決定される．例

えば，m，d  および所望の反射量 ( )R が既知であるとする．そのとき，式（2.59）から
max,x

は次式のように書かれる． 

( ) ( )
d

Rm
x




2

0ln1
max,

+
=

 

（ 2.57）  

 

幾何的増加 PML の損失を次式のように定義する[27]． 

( ) 0,

/

x

x

x gx  =  

（ 2.58a）  
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( ) = //

max,

xdx

xx gx   

（ 2.58b） 

ただし， 
0,x  は境界面におけるPML 導電率，gは増加定数，はセル寸法である．PML 導

電率は
0,x  から

0,

/

x

dg   まで増加する．式（2.58）を式（2.54）に代入して，次式を得る． 

( ) ( ) gg d
xeR

ln/cos12 /
0, 


−− 

=  

（ 2.59）  

 d  が一定のとき，幾何的増加は2  つのパラメータ g  と
0,x  を設定する． 

0,x  は初期離

散誤差を最小化するため小さな値とし， 1g  のときPML 内部の導電率は増加する． gが大

きいとき 0=x  近傍の導電率の増加は平坦で，内部ほど急勾配となる． dg, および ( )0R を前

もって設定するので， 

( )
( )12

ln0ln
/0,
−

=
dx

g

gR




 

（ 2.60）  

一般に， 32  g とするのが，ほとんどのFDTD シミュレーションにとって最適である． 

 

 離散化誤差 効果的なPML を設定するためには理論的反射誤差 ( )0R と数値離散化誤差の両

方を検討しなければならない．例えば，式（2.57）は ( )0R とm に対して多項式増加特性を有

する導電率
max,x を与える． 

max,x  が小さいと，PML からの主要な反射はPEC での反

射となる．式（2.54）は反射誤差に関する限り大きな
max,x を用いる．しかし， 

max,x  

が大きすぎるとFDTD 近似による離散化誤差が無視できなくなり，実際の反射誤差は式

（2.54）よりも大きくなる可能性がある．結局，PEC 境界からの反射と離散化誤差のバラン

スをとる
max,x  の最適値が存在する． 

 反射は 0=x  のPML 表面で発生すると同時に最大の離散化誤差が明らかであるとBerenger 

が述べている[26],[27]．PML を伝搬し，反射される波動エネルギーは反射点の前後で減衰さ

れ，影響は少ない． 0=x  における不連続性を最小化することが望ましい．以前議論したよ

うに，一つの方法は 0=x 付近でPML の損失を平坦にすることである．ただし，深さととも

に損失が急激に増加すると，PML からの反射は無視できない． 

 数値解析から，多くの応用に対して10 セルPML では，多項式増分で ( ) 160 −= eR ，5 セル

PML では ( ) 80 −= eR  が最適値である．式（2.57）から，多項式増分に対する
max,x  の最

適値は， 

( )

effreffr

optx

m

,.0

,

18.0






+
=  

（ 2.61）  

ただし， 
o  は自由空間での波動インピーダンス，は垂直方向のセル寸法， 

effr ,  およ

び
effr , は実効比誘電率および比透磁率をあらわす定数である．不均一媒質および分散性媒質
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に対して，
effr , および

effr , は媒質パラメータの平均値またはPML 境界に入射すると予想さ

れる基本モードの波数などから決定される．このように決定された
optx.  は，多くの解析対

象に対して適応可能である． 

 

2.4.2  複素周波数シフトテンソル 

2.4.2.1  解析対象と必要性 

 前節のPMLの理論特性において，PML にほぼ垂直に入射する伝搬波の吸収特性について考

察した．しかし，離散的FDTD 解析空間においてPML を実装する際，PML 吸収境界に対して

ほぼ平行に入射する数値伝搬波では大規模な不要反射が発生することに注意しなければなら

ない．例えば，特定方向に長い構造をPML で終端するときに，このような状況を考慮しなけ

ればならない．さらに，入射伝搬波が表面波であるような場合，大規模なPML による反射が

起こりうる．その他の例として，導体構造の不連続部分および頂点，あるいはアンテナ近傍界

など電磁界の特異点がPML 吸収境界に近接している場合に発生する． 

 PML 境界正面から垂直に入射する zTE  平面波による不要反射について考察する．反射係数

は次式のとおり書くことができる． 

( ) ( )

( ) ( )0/01

0/01

*

*

0

xx

xx

ss

ss

+

−
=  

（ 2.62）  

詳細については以下から導く． 

 

 Uniaxial PML における時間調和マクスウェル回転方程式は， 

EsjH


=  
（ 2.63a）  

HsjE


−=  

（ 2.63b） 

と書かれる． s は外角テンソルであり，次式で定義される． 

























=

















































=
−

−

−

z

yx

y

zx

x

zy

z

z

z

y

y

y

x

x

x

S

SS

S

SS

S

SS

S

S

S

S

S

S

S

S

S

S

00

00

00

00

00

00

00

00

00

00

00

00

1

1

1

 

（ 2.64）  

１以外の値である実部 を導入して， s の対角成分は次式で与えられる． 
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




j
s x

xx +=  

（ 2.65a

）  

 






j
s

y

yy +=  

（ 2.65

b）  

 






j
s z

zz +=  

（ 2.65c

）  

 

式（2.64）のテンソルで，FDTD 解析空間内の非等方性 PML を定義することができる． 

 このとき，Uniaxial PML における誘電体は均一であると仮定してるので，（2.65a）でいうと,

( )zy, = で区間ごとに連続である．このように，表面電荷密度は媒質境界に存在し，不連続

関数の微分により以下のガウス則により推定され，この非物理的電荷は不都合な定式化とな

る． 

( ) ( ) ( ) ( ) 01 =



+




+




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（ 2.64）  

これを避けるため， xs  は yと z に独立でなければならない．  /x が一定のときのみ，満足

される． ( ) ( )zyzyx ,/,  が一定になるように接線方向を可変にすることで実現される． x

を比誘電率で規格化するのが単純な方法であり，式（2.65a）を次式のとおり書き換える． 

0




j
s x

xx



+=  

（ 2.65a

）  

 

ただし， 
0 は自由空間中の誘電率である．


x は接線方向の y 軸および z 軸に対して一定値

であるが，垂直方向の x軸に対して変化する．ここで，Uniaxial PML でガウス則が満足され，

取り扱い易い定式化となる．さらに，Uniaxial PML の媒質に独立な定式化となる

[24],[29],[30],[31]-[36]． 

 この（ 2.65a）で定義されている電気的テンソル
xs および磁気的テンソル *

xs を利用し

て，（ 2.62）で表記している． 

 

ストレッチ座標系は式（2.55）から空間的に伸張されていると仮定している．このとき，

PML 

境界正面において， ( ) 10 =xs  である．離散空間において，磁気的テンソルおよび電気的テン

ソルが2 分の1 セルごとに交互に配置される．離散空間であることから，磁気的テンソル係

数はPML境界表面から2 分の1 セルだけ内側において0 ではない．すなわち， 
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( )
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（ 2.66）  

ただし，
x はFDTD セル寸法である．式（2.65a）に示されている

xs の定義から，式

（2.66）は次式のように書き換えられる． 
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（ 2.67）  

ただし，簡単化のため ( ) 12/ = xx  としている．周波数範囲 ( ) 0/2/  xx  において，

00 =  である．低周波数 ( ) 0/2/  xx  では， 10 =  である．結局，PML 吸収境界と長

い時間にわたって相互作用しながら，ゆっくりと変化する電磁界または伝搬波により大きな反

射が生じる[27],[37]． 

 低周波数における大きな反射と高周波数における小さな反射の境目となる周波数は式（2.67）

から次式のとおり定義される[38]． 

( )2/108.1

11
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xxc

c
f

t
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==


 
（ 2.68）  

この時間以降，相対的に大きな反射が発生することを，Berenger が数値実験により確認してい

る[26]．斜め入射波やゆっくりと移動する表面波など，結果的にPML と長時間にわたって相互

作用するような電磁界に対してPML では十分な吸収特性が得られない． 

 ( )2/xx  を減少させるまたは解析領域寸法を拡大することで，PML 吸収境界からの非所望

の反射を低下させることは可能である．しかし，そのような対策では， ( )R が増加する，あ

るいは解析に必要な計算機リソースが増加することになる．離散化誤差および理論的な反射誤

差をうまく調整しなければならない． 

 

2.4.2.2  最新時間あるいは低周波数における反射を減少させるための

手法 

 低周波数において反射係数が大きな値となる理由は，テンソル係数 xs  がゼロ周波数でポー

ルあるいは特異点となるためである．すなわち， 0→ のとき， −→ jsx
である．しかし，

原点から複素空間上方にポールをずらすことによって，この問題を解決することができる．こ

の目的で，テンソル係数 xs  を次式のとおり与える[39],[40]． 

0




ja
s

x

x
xx

+
+=  

（ 2.69

）  
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この式は複素周波数シフト（CFS）テンソル係数と呼ばれている[30],[39],[41]．ここで， ,1x  

,0x  0xa  かつすべて実数であると仮定すると，式（4.17）で与えられる
xs は因果律を

満足し，その解は安定である[４1]． 

 

 式（2.62）を利用してCFS-PML テンソルから反射係数を推定する．この場合，
xs  は多項式

で表され， ( ) ,00 =x   ( ) 10 =x , 0xa ならば， ( ) 10 =xs  である．磁気的テンソル係数 *

xs

は 2/x  において0ではない値を持つ．反射係数は近似的に次式で与えられる． 
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（ 2.70）  

簡単化のため， ( ) 12/ = xx と仮定する．高周波数 ( ) 0/2/  xxa   および

( ) 0/2/  xx  において， 0→CFS   となることが分かる．一方，低周波数

( ) 0/2/  xxa   において，次式となる． 

( )
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（ 2.71）  

ここで， ( ) ( ) 1/2///2/ 00   xxxx a  を仮定すると，式（2.70）は次式となる． 

( )
( )2/4

2/
| lim

xx

xx
itflowCFS

a 


=−


  

（ 2.72）  

式（ 2.67）と式（ 2.72）を比較して，CFS テンソル係数は，低周波数帯におけるPML 境

界正面からの不要反射誤差をかなり低減できると直ちに分かる．CFS PML に関する反射現象

に関する詳細な検討については，参考文献[42]を参照すること． 

 CFS PML の動作を完全に理解するため，この媒質中を伝搬する電磁界の減衰について議論

する．伝搬波は複素伝搬定数 inc

x

inc

x

inc

x j += を仮定する．ただし，
inc

x は減衰定数である．

完全整合一軸性媒質[25] と同じ導出手法により，伝搬波は波面と垂直な軸方向に対して

( )xsx

inc

x−exp で表される指数関数依存性を有している．式（2.69）のCFS テンソル係数は次

式のように展開することができる． 
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（ 2.73）  

 

 式（2.73）から，多くのことが分かる．最初に，
x は入射波のCFS PML 中における減衰定

数 inc

x を増幅する．次に，
0/ xa の極限において，CFS PML は通常のPML と同等な吸

収特性を有する．しかし，
0/ xa の極限では，CFS PML の導電率

x  が入射波の減衰

に寄与しないことが分かる．事実，入射波が減衰しない ( )0=inc

x で伝搬すると，CFS PML 

は低周波数帯で入射波を減衰させることはない．CFS PML の境界周波数は次式のように見積

もることができる． 

02/ xa af =  （ 2.74）  

aff  ならば，伝搬波はPML による減衰を受けず，伝搬に起因する減衰のみが観測され

る．逆に， aff  ならば，PML は伝搬波を効果的に減衰させる． 

 結論として，CFS PML は低周波数帯で反射誤差をかなり減少させることが可能であるが，

従来のPML では全く減衰させることはない．幸運にも，この課題は空間係数 xa を利用して解

決することができる．式（2.70）および（2.72）から予想されるように， xa  はPML 境界正面

近傍で相対的に大きな値とすべきである．その理由は， ( ) ( ) 1/2///2/ 00   xxxx a  の

とき，反射係数が最小になるからである．PML 内部では， xa を徐々に小さな値として，PML 

内部を伝搬する電磁界の低周波スペクトルが近似的に減衰されるようにする．したがって，

( )xax
はPML 境界正面において最大とし，PML 内部に進むほどゼロに近づく．この目的を達

成するため， ( )xax
に推奨される多項式近似は次式となる． 

( )( )



 −

=
0

/max,
am

x
x

dxda
a  

otherwise

dx 0
 

（ 2.75）  

ただし，PML 境界正面は 0=x にあるとする．また， am  はべき乗数，d はPML の厚さであ

る． 

 

2.4.3  FDTDプログラムにおける CPML の効果的な実装方法 

 一般的なUniaxial PMLはプログラム開発者によって広く利用され，多数の商用FDTD ソフト

ウエアパッケージで採用されている．しかし,2.4.2 で明らかにしたように，式（2.65）で定義

される古典的なテンソル係数を利用したのでは，表面波，最新時刻の電磁波あるいは低周波数

帯での相互作用により，大規模な反射誤差が生じる．適切に設定されたCFS テンソル係数を
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利用することで，この課題を解決することができる．FDTD プログラムにCFS PML を実装す

ることは，Gedney によりADE の利用とともに提案された[30]．さらに，効果的な実装方法が

Roden とGedney により提案された[39]．それは，帰納的畳み込み積分法に基づく実装方法で

ある．それ以来，この方法はCPML 定式化と呼ばれるようになった．CPML は[25]で説明した

とおり，PML のストレッチ座標系に基づいている．この後で説明するように，CPML 定式化

は古典的なUniaxial PML , 前述のUnsplit PML よりも正確であり，効率的であらゆる媒質に対

して適用可能である． 

 

2.4.3.1  差分式の導出 

1−F で逆フーリエ変換を定義し，次の関係式を定義する． 

 

( )  zyxwsFs ww ,,,/11 == −   
（ 2.76）  

ただし， ws は式（2.69）で定義されるCFS ストレッチ座標系テンソルである．このとき,[25] 

で説明されているPML のストレッチ座標系における定式化から，時間領域におけるアンペー

ル則は次式となる． 
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（ 2.77）  

さらに，フーリエ変換理論から，次式が成り立つ． 
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（ 2.78）  

ただし， ( )tu は単位ステップ関数， ( )t は単位インパルス関数である．式（2.78）を式（2.77）

に代入して，アンペール則は次式のように書かれる． 
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（ 2.79）  
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双対な式がファラディ則に対して導出される． 
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（ 2.80）  

次に，離散化されたFDTD 定式化に基づいて式（2.79）から電界成分，式（2.80）から磁界成

分の時間更新式を導出する．離散畳み込み ( )wHvw  / を効率的に実装する必要がある．

そのまま実装してしまうと，計算機リソースを浪費してしまう．しかし， ( )tw を与えること

で，Luebbers とHunsbergerによって報告された帰納的畳み込み（RC）法[43]を利用して，極め

て効率的に実装することができる． 

 最初の手順は， ( )mZw および ( )tw の離散インパルス応答を導出することである． 
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（ 2.81）  

ただし， 
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（ 2.82）  

ここで，畳み込みは ( )tw および wHv  /  を微小区間内の定数値で近似することにより，離

散的に実装することができる． 
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 （ 2.83）  

この定式化で，時刻 tn  において離散畳み込み積分 を計算するためには，n回の浮動小数

点演算が必要である．FDTD シミュレーションにこのまま実装してしまうと，その計算量は非

常識なものとなる．その代わり， の時間発展を効率的に計算する帰納的計算式を利用するこ

ととし，次式の計算式を利用する． 
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さらに，
wc は式（2.82）で与えられている．上式においては， ( )nvw, は単純な時間発展の手

法を適用して，非常に効率的に時間ステップとともに値を更新している． 

 離散的畳み込み積分を適用して，効果的なFDTD の定式化が式（2.79）および（2.80）に対し

て導出される．例として，式（2.79）のアンペール則の x  軸方向の変化について考察する．た

だし，一般的な議論を行うために，解析空間は有限の導電率 を有しているものとする．電束

密度Dと電界Eに妥当な構成関係式を適用し，次式を得る. 
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離散時間と離散空間における近似および帰納的畳み込み積分近似[25]を利用することで，式

（4.34）は離散定式化において次式となる． 
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（ 2.87）  

 

ただし，
yxE ,

 および
zxE ,

  はそれぞれ y軸方向および z  軸方向に垂直な境界表面を有するPML 

領域にのみ保存された未知数である．これら未知数は次式のとおり時間更新される． 
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離散係数 ( )jby
および ( )jcy

は y 軸方向に垂直な境界表面を有するPML においてのみゼロで

ない．これらの係数は，式（2.85）および式（2.82）を利用して，離散格子の辺中心 ( )kji ,,2/1+

の y  軸座標であるある離散点 yj  において計算された拡張テンソル係数 ( )jy ， ( )jy およ

び ( )jay
からそれぞれ計算される．離散係数 ( )kbz

および ( )kcz
はz 軸方向に垂直な境界表面を

有するPML においてゼロ以外の値を持つ．これらの係数は，離散格子の辺中心 ( )kji ,,2/1+

の z軸座標であるある離散点 zk  において計算された拡張テンソル係数 ( )kz ， ( )kz およ

び ( )kaz からそれぞれ計算される． 

Ex の時間更新式は式（2.87）から導出され，次式となる． 
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ただし， 
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（ 2.90b）  

( )kji ,, と ( )zyx ,, を置き換えることで，
yE  および

zE の式を次式のとおり導出できる． 
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さらに， 
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（ 2.88f）  

 双対性を利用して，磁界成分に関する式を導出する．例えば，式（2.80）における x  軸方向

へのファラディ則から xH  の時間更新式は次式となる． 
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ただし， 
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（ 2.92b）  

ただし，
yxH ,

 および
zxH ,

  はそれぞれ y軸方向および z軸方向に垂直境界表面を有するPML 

領域内においてのみ保存されている離散系での未知数である．これらの未知数は次式で更新さ

れる． 
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（ 2.93b）  

離散係数 ( )2/1+jby
および ( )2/1+jcy

は y   軸に垂直な境界表面を有するPML 領域におい

てゼロ以外の値を持つ．これら係数は式（2.85）および式（2.82）から，離散格子表面中心

( )2/1,2/1, ++ kji の y軸座標である離散位置 ( ) yj + 2/1  において計算された拡張テンソル

係数 ( )2/1+jy ， ( )2/1+jy および ( )2/1+jay
から計算される．離散系の係数 ( )2/1+kbz

および ( )2/1+kcz
は z 軸に垂直な境界表面を有するPML 領域においてゼロ以外の値を持つ．

これら係数は，離散格子表面中心 ( )2/1,2/1, ++ kji の z 座標である離散点 ( ) zk + 2/1   にお

ける拡張テンソル係数 ( )2/1+kz ， ( )2/1+kz および ( )2/1+kaz
から計算される．( )kji ,,
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と ( )zyx ,, を置き換えることで，
yH および

zH  の式を次式のとおり導出できる． 
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標準のFDTDアルゴリズムの
xE  の時間更新式,

xH の時間更新式をそれぞれ以下に表す．[25] 
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（ 2.94）  

式（3.42）と
xE  の時間更新式（2.89）,式（3.43）と

xH の時間更新式（2.91）をそれぞれ比較

することで，畳み込み積分と拡張パラメータの項を除けば，CPML更新式は標準のFDTD アル

ゴリズムと同一であることが分かる．拡張パラメータ
y および

z はPML領域内の格子を効率

的に伸張し，不等間隔格子と類似していることから，結果的にストレッチ座標系と同じである．

畳み込み積分の項は時間に依存した電磁波が誘起する電流とみなすことができる．それによる

放射はPML 領域外部に放射するのではなく，PML を通過して伝搬する電磁波を打ち消す働き

を持つ． 
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2.5  むすび 

本章では，時間領域差分法（FDTD法）について示した．FDTD法は空間と時間を離散

化することで，時間領域における電磁界のふるまいを求める解析手法である．FDTD法の

定式化，セル寸法および時間ステップ間隔の決定法，入射界，吸収境界条件（CPML）に

ついて述べた． 
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第 3 章  

 

並列 FDTD 解析  

 

3.1 まえがき 

 前章では，電磁界解析手法の１つである FDTD（時間領域差分）法について，その概要

を述べた．この章では，FDTD 法を複数の計算機を同時に利用して実行する並列分散処理

についての詳細を述べる． 

FDTD 法は，解析対象とする領域を Yee セルと呼ばれる微小な領域に分割し，離散的な

時間における各セルの電磁界成分を繰り返し計算することにより電磁界過渡を求める手法

である．このように単純なアルゴリズムであるため他の電磁界解析手法に比べ，解析領域

に金属や損失媒質などを多く含むような環境下においても高い精度を保ったまま電磁界過

渡を求めることが可能な手法である．特に，人体のような比較的高い周波帯の電波を遮蔽・

反射する損失性媒質を含んだ問題を容易に取り扱える[44]． 

 しかし，都市部や航空機といった大規模空間を対象とした FDTD解析を行う場合，総セ

ル数が増大し，計算の実行に必要な主記憶容量が膨大となるため，時間的・金銭的に潤沢

な計算機資源を確保する必要がある[45]．そこで，解析空間の分割により限られた記憶容量

で解析を実行する手法を適用する．この手法には外部記憶に空間ごとの計算結果を逐一保

存，読み取りを繰り返す手法があるが，この手法では不要なデータ入力，出力の回数が大

きく増加するため現実的に実行するのは困難である．この課題に対し，並列コンピューテ

ィングの標準規格である MPI（Message Passing Interface）ライブラリを用いた並列プログ

ラミング技術を適用し，大型計算機内部の複数ノードを用いた FDTD 解析を行う[46]．解

析空間モデルを計算機上で分割し，ノード毎に計算領域を分担，かつ同時に計算を行うこ

とで，時間的・金銭的に効率化を図ることができ合理性のある解析が可能となる[47]． 
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3.2 大型計算機（スーパーコンピュータ） 

 大型計算機は，コンピュータシステムの中でも特に大規模で，HPC（High Performance 

Computing）と呼ばれる高速な演算処理を行うために設計されたコンピュータの総称である．

汎用的な計算機と比較して高いスペックを持つ計算機のことを指す．現在利用されている

一般的な大型計算機は，CPUを数十から数百個程搭載し，主記憶容量も数十から数百 GB，

またハードディスク容量については数 TB のオーダーとなっている．また，並列処理の実

行を前提とした並列計算機として設計，運用されていることが多い．並列計算機はメモリ

の形態によって大きく二種類の方に分類でき，共有メモリ型と分散メモリ型が存在する． 

以下にそれぞれの詳細について述べる． 

 

3.2.1 共有メモリ型並列計算機 

共有メモリ型計算機のアーキテクチャは，図 3.2.1.1 に示すように複数の CPU が同一の

メモリを共有する構造となる．共有メモリ型並列処理は，CPU間で同期処理を必要としな

いため，次節で解説する分散メモリ型並列処理と比較して，処理速度が速いことが特徴で

ある．また，並列処理プログラムを作成するユーザに対し，自動並列化コンパイラなどの

設計支援ツールが提供されているため，並列プログラムの作成が容易であるといった特徴

もある． 

 

 

図 3.2.1.1 共有メモリ型計算機の構成図 

 

3.2.2 分散メモリ型並列計算機 

 分散メモリ型計算機のアーキテクチャは，共有メモリ型計算機と異なり，各 CPUに固有

のメモリが存在する．構成の簡易図を図 3.2.2.1に示す． 

CPUと固有のメモリのまとまりをノードと呼び，各ノードに対して処理を分散すること

で処理の並列化を実現する．ただし，各ノードで処理されたデータが他のノードで必要と

なるときは通信処理を行う必要があり，このとき通信遅延が生じてしまうため，計算時間

は並列メモリ型計算機に比べ遅くなる特徴がある．並列処理は，メッセージ交換用のライ

ブラリ（MPI）をプログラミングし実装することで可能となる． 

CPU0 CPU1 CPU2 CPU3

メモリ

CPU0 CPU1 CPU2 CPU3CPU0 CPU1 CPU2 CPU3

メモリ
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図 3.2.2.1：分散メモリ型計算機の構成図 

 

共有メモリ型および分散メモリ型並列処理について通信を行う場合の簡単な流れについ

て図 3.2.2.2 に示す．ここでは簡易的に 2つの計算機を利用する場合を仮定する．また，仮

定した計算機を共有メモリ型では CPU0，CPU1 と呼称し，分散メモリ型では Node #0，Node 

#1 と呼称する．共有メモリ型では，CPU0 で逐次処理が行われた後，並列実行が可能な部

分に到達すると CPU1にスレッドが生成され，2つの CPUで並列処理が行われる．並列処

理が終わるとスレッドは自動的に消滅し，新たに実行可能部分が現れると再生成されると

いうように必要な箇所の計算のみ並列処理が実行される．他方，分散メモリ型における並

列処理は，逐次処理部分と並列実行が可能部分を任意の数のノードで並列化し，MPI ライ

ブラリによってノード間でのデータの送受信を繰り返しながらプロセスを実行していく．  

 

 

図 3.2.2.2 並列処理のフロー（共有メモリ型と分散メモリ型） 
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3.2.3 HITACHI SR16000/M1 

 大型計算機実現の一例として PC クラスタがあげられる．PC クラスタは複数の PC/WS

をネットワークで接続することにより構成され，分散メモリ型アーキテクチャに分類され

る．  

 

 

 

図 3.2.3.1 本論文の解析に用いた大型計算機（HITACHI SR16000/M1） 

 

 図 3.2.3.1 に本解析に使用した大型計算機を示す．本大型計算機は，32 個の CPU と 1 個

のメモリで構成されるノードの集合である．ノードが全部で 128 個あり，その各々が高速

な内部ネットワークにより接続されている．ノード内通信は，32CPUがメモリを共有する

共有メモリ型，ノード間通信は分散メモリ型で構成されており，MPI 並列処理がなされて

いない逐次プログラムは 1 ノード 32CPU で実行される．32CPU を使ったノード内並列化

は自動並列化コンパイラが行い，MPI で記述された並列プログラムは複数ノードを使った

ノード間並列実行を可能にする． 

 また，CPUは IBM 社製 3.83 GHz POWER7 プロセッサが搭載されており，主記憶容量は

1 ノードあたり 100 GB となっている．全ノードを包括した総演算性能は 5.4 Tflops，総主

記憶容量は 16.6 TBである．MPI のセッティング次第で，ノード内をMPI 処理さえること

やコンパイラによる自動並列により処理させることが可能である．MPI プログラムにおけ

るノード間の通信は SR16000 独自仕様の高速度ネットワーク（24 GB/s）を使用する．ま

た，高速データ読み込みが可能なキャッシュは L1，L2，L3 と 3 段階に分けて搭載されて

いる．全てのキャッシュを大容量とすることで実効性能の向上を図る． 
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3.3 並列処理 

3.3.1 並列処理のための FDTD解析プログラムの定式化 

 前節で詳細を記述した分散メモリ型並列処理による計算では，ノード間でのデータ通信

回数が多くなるため，オーバーヘッドと呼ばれる処理待機時間が発生し，高速処理の阻害

要因となる．このことから，ノード間の通信データ量，および通信回数は可能な限り最小

限とすることが望ましい．加えて，計算速度の高速化のためには，ノード毎の計算量が均

一になるよう適切な負荷分散を行う機構を解析プログラムに組み込む必要がある [48]． 

 

3.3.2 解析領域の分割 

 図 3.3.2.1 に示すように，並列演算を適用した FDTD法では大規模解析空間を複数の領域

に分割し，各領域での計算処理をノード毎に分担させて演算を実行する．第 2 章で示した

ように，FDTD法における各セルの電磁界成分は図 3.3.2.2に示すよう，計算する点の 1時

刻前のデータおよびその点に隣接した点の電磁界成分から計算される．そのため，計算を

行う点が所属しているノードの担当している解析領域の端点の一部であった場合，計算に

は他ノードが所有する点のデータが必要となる．  

 

 

図 3.3.2.1 領域分割に伴うノード毎の処理分散 
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図 3.3.2.2 セル内での電界と磁界の配置 

 

3.3.3 分割面でのデータの送受信 

FDTD法における大規模空間解析を対象とした分散メモリ型並列処理は，解析空間の領

域分割が必須である．図 3.3.3.1に分散メモリ型並列処理のための解析空間分割例を示す．

図では x，y，zの 3軸を基軸とする 3次元空間を分割した場合における空間分割の例を示

している．図中，左に示す 3次元解析空間を z軸方向に 3つに領域に分割した場合，各空

間を複数ノードに振り分けて並列実行する．図中中央ではその様子を示している．なお，

FDTD法における並列処理過程では，隣接する領域間でデータの共有を行わなければなら

ないことや計算アルゴリズムの観点から，隣接領域間で重複する部分を搭載する必要があ

る．その概念について図中右側に示す．重複部分は分割方向に 1セルでよい． 
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図 3.3.3.1 解析領域の分割例 

 

 図 3.3.3.1 と図 3.3.3.2 に分散処理を行う際の解析領域の分割例と分割したノード間での

データ送受信の例をそれぞれ示す．z 軸方向の任意の点のセル数を Kz とすると，Kz-1 番

目と Kz 番目のセル間を分割面とする場合，Node #0 の Kz-1 番目と Kz 番目のセルおよび

Node #1 の 001 と 002 番目のセルが重複部分となる．異なるノード，Node #0 と Node #1が

各領域の処理を行う場合，重複部分では図 3.3.3.2 のように Node #0からは Node #1 に対し

て磁界のデータが，Node #1 からは Node #0 に対して電界データがそれぞれ送信される． 

 

 

図 3.3.3.2 分割面におけるデータの送受信 
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3.3.4 ノード間での電磁界成分の共有とデータ送受信 

図 3.3.4.1 に Node #0―Node #1 間を例にとってノード間で共有する電界および磁界デー

タについて示す．各ノードの z 軸方向のセル数は前節と同様に Kzとしている．z軸方向へ

の分割では共有部分において電界成分 Ex，Ey を共有するため，Node #1における z = 2面

内における電界成分 Ex，Eyのデータを Node #0 における z = Kz面とするため，データ送

信を行い同期する．また，磁界データについても同様に Node #0で z = Kz-1面内における

Hx，Hy を Node #1 における z = 1面と共有する． 

 

 

図 3.3.4.1（a） 電界 Exと電界 Eyの共有 

 

 

図 3.3.4.1（b） 磁界 Hxと磁界 Hy の共有 
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前述の通りノード間のデータ転送は計算時間の遅延を招くため，これを最小限とするよ

う考慮する必要がある．通信遅延を低減する技術として，通信用データを新たな型のデー

タセットにまとめ，一括して送受信する技術がある．図 3.3.4.2に，派生データ型の定義と

ノード間送受信を実現するための Fortran 言語によるプログラムコードの例を示す．ここで

は，新規の変数型を RnewVec とし，倍精度実数型で Kx*Ky 個のデータから構成されると

定義しており，Kx，Ky はそれぞれ x 軸方向と y 軸方向のセル数としている．仮に z 軸方

向に領域分割する場合， Fortran の配列変数の要素アドレス順との関係から

MPI_TYPE_VECTORで指定するストライドおよびブロック長をいずれも 1とする． 

 図 3.3.4.2では，送受信先のランク番号をそれぞれ変数 iLFと iRTに代入している．複数

のスレッドやプロセスが互い処理待ち状態になるデッドロックを回避するため，サブルー

チンMPI_SENDRECVを用いている．派生データ型の定義を行った際，プログラムの最後

でサブルーチンMPI_TYPE_FREEを使用して定義したデータ型を抹消している． 

 

 

図 3.3.4.2 派生データ型による型宣言と電磁界成分のノード間送受信の 

プログラミングコード例 

 

  

CALL MPI_TYPE_VECTOR( Kx*Ky, 1, 1, MPI_REAL8, RNewVec, ierr )

CALL MPI_TYPE_COMMIT( RNewVec , ierr )

iLF = myrank - 1

IF ( myrank .EQ. 0       ) iLF = MPI_PROC_NULL

iRT = myrank + 1

IF ( myrank .EQ. isize -1 ) iRT = MPI_PROC_NULL

・・・
K1 = 2

K2 = Kz

CALL MPI_SENDRECV( Ex(1,1,K1),  1, RNewVec , iLF, itag_send ,

&                   Ex(1,1,K2),  1, RNewVec , iRT, itag_recv ,

&                   MPI_COMM_WORLD, mstatus , ierr           )

CALL MPI_SENDRECV( Ey(1,1,K1),  1, RNewVec , iLF, itag_send ,

&                   Ey(1,1,K2),  1, RNewVec , iRT, itag_recv ,

&                   MPI_COMM_WORLD, mstatus , ierr            )

・・・
K1 = Kz-1

K2 = 1

CALL MPI_SENDRECV( Hx(1,1,K1),  1, RNewVec , iRT, itag_send ,

& Hx(1,1,K2),  1, RNewVec , iLF, itag_recv ,

&                   MPI_COMM_WORLD, mstatus , ierr )

CALL MPI_SENDRECV( Hy(1,1,K1),  1, RNewVec , iRT, itag_send ,

& Hy(1,1,K2),  1, RNewVec , iLF, itag_recv ,

&                   MPI_COMM_WORLD, mstatus , ierr )

・・・
CALL MPI_TYPE_FREE( RNewVec, ierr )

派生デー タタイプの定義

送信元 ，送信先を定義

デー タの送受信
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3.4 むすび 

本章では，大小様々なビル群を含む都市や複数什器を含んだ航空機などの大規模解析空

間における FDTD法を用いた電磁界解析の実行例として，大型計算機を用いた分散メモリ

型並列処理に着目し，並列分散処理の原理と FDTD法への適用について詳細を述べた． 

図 3.4.1 に本章で述べた並列 FDTD 計算手法の流れをまとめたフローチャートを示す．

初期化部分において派生データ型の定義，ランク番号および起動されたノード数の取得，

送受信先のランクを定義する．続いて，電界と磁界それぞれの PML 吸収境界内部の計算を

終えた後に，ノード間でのデータ送受信を行う．分散メモリ型並列処理は，プログラム中

の解析実行部分の変更は少ないが，扱う解析モデルを電磁界成分の重複部分を考慮しなが

ら分割すること，各ノードの計算負荷を均等にするなどの工夫が必要である． 

 

 

図 3.4.1 FDTD法並列化フローチャート 
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第 4章 

 

航空機数値解析モデルの設計 

 

4.1 まえがき 

本章では，航空機における曲面形状の金属構造物である円筒外壁に着目し，機内におけ

る偏波特性について明らかにする．通常，直線偏波での通信を行う場合，同一偏波での通

信が最も効率が良い．また，電波は曲面に反射すると主偏波成分の一部が交差偏波成分に

変わる性質を持つ．このため，曲面からの反射により交差偏波成分が増大すると，受信点

において取得される主偏波成分が相対的に減り，通信品質が劣化する．そこで4.2節では，

航空機内での WAIC 通信を想定した場合に，航空機で最大の曲面構造物である円筒外壁

からの反射波影響を明らかにする．具体的には，機内における円筒外壁によって生じる交

差偏波成分を明らかにするために機内床上 1.0ｍに垂直偏波となるように半波長ダイポー

ルアンテナ設置し，円筒外壁に近づくように評価面をそれぞれ設置する． 

また，大型計算機を用いた航空機内外の大規模数値解析を実施するために，航空機の数

値解析モデルを作成する必要がある．このため 4.3 節では，前節から得られた結果を元に

大型計算機上で動作する航空機の数値解析モデルを構築し，実測定結果と比較することで

数値解析の妥当性を評価する． 

 

4.2 航空機簡易モデルを用いた機内偏波特性推定 

4.2.1 航空機簡易モデルと送信アンテナおよび評価面の設置位置 

図 4.2.1.1に，航空機の簡易モデルと設定する送信アンテナおよび評価面の設置位置を示

す．送信アンテナ（Tx-antenna : 𝜆/2 Dipole antenna）は入力電力を 100 mWとし，垂直偏波

となるように機内に設置した．アンテナ設置高さは，円筒状である機体外壁に起因した偏

波特性について検討するために，床から+0.5 m，+1.0 m，+1.5 m とした．評価面は床から

+0.5 m，+1.0 m，+1.5 mにそれぞれ設置した． 
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図 4.2.1.1 航空機の外壁と床面に関する簡易モデル 

 

 

4.2.2 各評価面における交差偏波識別度の評価 

図 4.2.2.1（a）から，床から+1.5 m の評価面における XPRの値は，床から+0.5 mの評価

面の場合と比較して約 14 dB小さいことを示している．この結果から，送信アンテナから

の間接波方向への伝搬において，反射波が支配的であり，交差偏波成分が同程度存在する

ことが確認できる． 

図 4.2.2.1（b）から，床から+1.5 mの評価面における 0 dB付近での XPRの値は，床か

ら+0.5 m の評価面とした場合と比較して大きいことが読み取れる．この結果から，機体外

壁による反射影響が大きいことが読み取れる． 

図 4.2.2.1（c）から，床から+0.5 m の評価面における XPRの値は，床から+1.5 mの評価

面の場合と比較して約 4 dB小さいことを示している．これは，送信アンテナからの間接

波方向への伝搬において，反射波が支配的であり，交差偏波成分が同程度存在することを

示している． 
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(a) アンテナ設置位置：床から+0.5 m 

 

 

(b) アンテナ設置位置：床から+1.0 m 
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(c) アンテナ設置位置：床から+1.5 m 

 

図 4.2.2.1 航空機簡易モデル内に垂直偏波となるように送信アンテナを設置したときの

機内評価面における交差偏波識別度 

 

図 4.2.2.2（a），図 4.2.2.2（b），図 4.2.2.2（c）から， 0 dB付近に値が集中していること

が読み取れる．アンテナの偏波を水平偏波としても各評価面において偏波特性に変化が見

られないことが読み取れる．これは，放射された電波が周囲の金属壁面に対して対称であ

るためだと考えられる． 

 

(a) アンテナ設置位置：床から+0.5 m，偏波：水平偏波 



 57 

 

 

(b) アンテナ設置位置：床から+1.0 m，偏波：水平偏波 

 

 

(c) アンテナ設置位置：床から+1.5 m，偏波：水平偏波 

 

図 4.2.2.2 床から+1.5 mの高さに水平偏波となるように送信アンテナを設置したときの

交差偏波識別度 
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4.3 FDTD解析モデル 

 本節では，全長 37 m 程度の中型航空機である Airbus320-200を基に作成した数値モデル

について解析を行う[49]．図 4.3.1に実際の航空機写真を示す．機体は全長 37.6 m，翼幅 35.8 

m，全高 11.8 m 程度である．機内の全座席数は 166 席ほどとなる． 

 

 

図 4.3.1 Airbus320-200 

 

4.3.1 航空機モデル 

 前述の通り，解析モデルにはAirbus320-200の数値モデルを利用する．図 4.3.1.1に数値モデル

を示す．機外にはエンジンのほか，タイヤなどを含めてモデリングしている．次に，図 4.3.1.2

により機内構造物について示す．機内はギャレーやトイレ，円形フレームなどで構成されており，

現実の航空機に則するよう高精度にモデル化している．特に座席については，CAD ソフトを利

用したモデリングにより，腰掛け部が曲線となった数値モデルを組み込むことが可能となり，よ

り現実に近いモデルとなっている．また，表 4.3.1.1に各機内構造物に適用した電気定数について

示す．機体外板，座席フレーム，ギャレー，トイレ，床の下層，荷物入れ，円形フレーム，エン

ジン，翼などのタイヤを除く機外構造物には完全導体である PEC（Perfect Electric Conductor）を

適用し，窓や座席シート，タイヤ，床の上層，機内内壁は誘電体として，それぞれ比誘電率と導

電率を適当なものに設定した． 
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図 4.3.1.1 Airbus320-200を基に作成した数値モデル 

 

 

 

 

図 4.3.1.2 Airbus320-200を基に作成した数値モデルの機内構造物 
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表 4.3.1.1 機内構造物の電気定数 

Media er s [S/m] 

Free space 1.0 0 

Aircraft body - ∞ （PEC） 

Seat 

（metal & pad） 

- ∞ （PEC）  

2.0 3.02*10-3 

Cabin Partition - ∞ （PEC）  

Lavatory - ∞ （PEC）  

Galley - ∞ （PEC）  

Ceiling luggage rack - ∞ （PEC）  

Cabin floor 3.5 1.51 

Inside panel wall 3.5 1.51 

Window 2.25 8.34*10−４ 

Engine - ∞ （PEC）  

Wing - ∞ （PEC）  

tire 2.75 0  

 

4.3.2 FDTD解析における解析空間半減化手法 

本検討では，FDTD解析を行うにあたり，メモリ容量削減の観点から解析モデルの対称

性を利用した解析に必要となる空間の半減化手法を利用している．図 4.3.2.1 に半減化手

法を適用したときの解析空間例を示す．モデルの中心に磁気壁と呼ばれる磁界を完全に反

射する平面を仮定することで成り立つ．このとき，FDTDにおける計算過程において磁気

壁と磁気壁に隣接する平面上で，特殊な計算が必要となる．その原理について図 4.3.2.2

に示す．図は x 軸方向にモデルが対称であると仮定している．このとき，磁界の y，z 軸

成分の計算に必要な要素が FDTD を構築するセル配置が原因となり，計算が不可となる．

しかし，仮定したモデルは磁気壁について対称であるため，図中に示す式の通り，隣接し

たセルの磁界の和を取ると 0となる．この特性を用いることで通常の解析と同様の解を得

られる． 
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図 4.3.2.1  解析空間の半減化適用後の旅客機モデル例 

 

 

 

図 4.3.2.2  FDTD法における解析空間の半減化手法の適用原理 
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4.3.3 FDTD解析パラメータ 

FDTD解析パラメータを表 4.3.3.1に示す．x軸方向にモデルを対称となるよう配置し，空間半

減化手法を用いているため，解析空間の大きさは吸収境界などを含め翼幅 18.1 m，高さ 12.2 m，

全長 37.6 m程度となる．この空間を 5 mmの立方体ボクセルにより分割する．総セル数はおよ

そ67ギガボクセル程度となる．解析周波数は4.4 GHzとする．吸収境界条件として10層のC.P.M.L

を用いる．送信アンテナには，基本的な特性を取得するため半波長ダイポールアンテナを垂直偏

波となるよう機内前方床上 1.0 mの位置に配置する．なお，電力は 100 mWにて規格化する．多

重反射環境では電磁界分布の収束までに多く時間を必要とするため解析時間を 6000波が励振さ

れる時間とする．この解析には 6.4 TB程度のメモリ容量を必要とする．解析には 64ノードを利

用した．このとき，解析終了までに要した時間は 110時間ほどであった． 

 

 

表 4.3.3.1 FDTD解析パラメータ 
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4.4 むすび 

本章では，航空機の外壁と床面に起因した偏波特性を評価するため航空機簡易モデルを

作成した．機内WAIC用の送信アンテナを機内に設置した場合、主に航空機の外壁からの

反射波により XPRの平均値は 0 dBに近くなることを確認した．また，直接波が支配的な

送信アンテナ周辺の評価領域においても，XPRヒストグラムの中央値は 6-14 dBの範囲に

あることを確認した．さらに，大型計算機を用いた大規模数値解析に適用した Airbus 

320-200を基にした数値解析モデルを電気定数や比誘電率などのパラメータを考慮して作

成した． 
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第 5章 

 

航空機数値解析モデルを用いた 

機内外電磁界分布の評価 

 

5.1 まえがき 

前章において，大規模計算機上で動作する航空機の数値解析モデルを構築した．高信頼

な無線通信の実現のために，機内外の伝搬特性について詳細に評価する必要がある． 

WAICシステムに関し，機内での電波強度の減衰特性や偏波依存性などについて報告して

いる[51-53]．機内に設置されたアンテナから放射された電波は周囲の金属壁面により多重

反射しながら伝搬し，複数の窓から漏洩する．また，機外においても翼などからの反射が

合成されるため，電界強度分布は複雑なものになる． 

そこで本章では，機内WAICシステムが設置された場合を想定し，アンテナ高さが変化

した場合に，機内外における伝搬特性を示し，翼やエンジンなどの機体構造物に起因した

伝搬特性について網羅的かつ定量的に評価する．また，翼端部上への設置が想定されてい

る機外WAICシステムについて，機体外壁および機内中央に受信点を設置した際の送受信

経路間での伝搬損失について評価した．さらに取得した解析データを国際電気通信連合

（ITU：International Telecommunication Union）が提示している様々な伝搬環境に対応して

一般化された伝搬損失データと比較することで航空機を含んだ伝搬環境の特殊性につい

て議論した． 

 

5.2 航空機内外の伝搬特性の基礎的伝搬特性推定 

 WAIC システムの検討のための基礎的伝搬特性データの取得を目的とし，機内-機外伝

搬特性評価の一例として，機内中央に設置した 4.4GHz 帯WAICシステムの送信アンテナ

から機外主翼先付近までの電波伝搬特性について評価点の位置依存性を考慮した推定を

行う． 
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5.2.1 送信アンテナと評価面の設置位置 

図 5.2.1.1 に，本検討で用いる中型航空機モデルと設定する送信アンテナおよび評価面

の設置位置を示す．図 5.2.1.2 に示すように，入力電力を 100 mW とした送信アンテナ

（Tx-antenna : 𝜆/2 Dipole antenna）を機内中央の床上 1.0 m の高さに配置する．評価点は，

床上から 0.5 m，1.0 m，1.5 m で送信アンテナから機外（+x 軸方向）へ 15 m 離れた地点を

それぞれ評価点 1，2，3とし，各点を中心にそれぞれ 1波長程度（70 mm×70 mm）の領

域の電界強度値を各評価点の電界強度とする． 

 

 

 

図 5.2.1.1 数値解析に用いた航空機モデル 
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図 5.2.1.2 機内送信アンテナ設置位置と評価面の高さ 

 

5.2.2 解析結果 

解析により得られた二次元電界強度分布（xy 面）を図 5.2.2.1 に示す．黒色の点線は評

価面外において機体が存在する箇所を示している．機内に設置された送信アンテナから放

射された直接波が翼からの反射波と干渉し，ハイトパターンが現れている．表 5.2.2.1 に

示すように，評価点 1，2，3の電界強度の値の範囲はそれぞれ 75±3 dBμV/m，72±6 dB

μV/m，および 69±3 dBμV/mの値である．評価点の高さによって電界強度の値が異なる

ことがわかる． 
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図 5.2.2.1 送信アンテナ設置位置での二次元電界強度分布 

 

表 5.2.2.1 評価点 1, 2, 3における電界強度評価結果 

評価点の 

床上からの高さ 

評価点 3 

1.5 [m] 

69±3 

[dBμV/m] 

評価点 2 

1.0 [m] 

72±6 

[dBμV/m] 

評価点 1 

0.5 [m] 

75±3 

[dBμV/m] 

 

 

次に水平面（xz 面）の二次元電界強度分布について示す．図 5.2.2.2 に評価点 1 を通る

床上 0.5 m での二次元電界強度分布を示す．機内では外壁などによる多重反射により電界

が複雑に分布し，機外では窓から漏洩した電波が放射状に伝搬することが確認できる．図

5.2.2.3に評価点 2を通る床上 1.0 m（アンテナ設置高さ）での二次元電界強度分布，図 5.2.2.3

に評価点 3 を通る床上 1.5 m での二次元電界強度分布を示す．評価点 1，2 及び 3 のある

位置から z 軸方向に±0.5 m 変化さえた点を評価点 4，5，6とし，各評価点で高さを変化

させた場合の電界強度の値を表 5.2.2.2 にまとめて示す．これらより，高さ方向および水

平面方向で±0.5m の評価範囲を設定した場合の電界強度のばらつきは最大で±6 dB程度

であることが読み取れる． 
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図 5.2.2.2 床上 0.5 m での二次元電界強度分布 

 

 

図 5.2.2.3 床上 1.0 m（アンテナ設置高さ）での二次元電界強度分布 

 

図 5.2.2.4 床上 1.5 m での二次元電界強度分布 
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表 5.2.2.2 評価点 4, 5, 6における電界強度評価結果 

 床上からの高さ[m] 

0.5 1.0 1.5 

評価点の z 軸方向の位置 

評価点 6 

+0.5 [m] 

72±6 

[dBμV/m] 

72±6 

[dBμV/m] 

69±3 

[dBμV/m] 

評価点 5 

0 [m] 

72±6 

[dBμV/m] 

75±3 

[dBμV/m] 

75±3 

[dBμV/m] 

評価点 4 

-0.5 [m] 

69±3 

[dBμV/m] 

69±3 

[dBμV/m] 

69±3 

[dBμV/m] 

 

 

5.3 航空機内外の電磁界分布の詳細な伝搬特性推定 

 本節では，機内 WAICシステムと機外評価面が窓を介して見通しである場合，見通しで

ない場合の検討を行い，機体外壁による遮蔽影響に起因した伝搬特性の変化を評価する． 

 

5.3.1 送信アンテナと評価面の設置位置 

図 5.3.1.1 に，本検討で用いる航空機モデルと設定する送信アンテナおよび評価面の設

置位置を示す．入力電力を 100 mWとした送信アンテナ（Tx-antenna : 𝜆/2 Dipole antenna）

を機内中央の床上 1.0 mの高さに配置する．評価点は，送信アンテナから機外（+x 軸方向）

へ 18 m離れた見通しである地点（評価点 1）とそこから+z 軸方向に平行移動した見通し

外である翼端部上（評価点 2）とする．各点を中心にそれぞれ 1波長程度（70 mm×70 mm）

の領域の電界強度値を各評価点の電界強度とする． 
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図 5.3.1.1 数値解析に用いた航空機モデル 

 

5.3.2 より詳細な機内外伝搬特性の評価 

図 5.3.2.1 に示すように，赤丸で示す評価点 1 での電界強度の値は見通し外の場合と比

較して 5 dB 程度高いことを確認した．この結果から評価面付近において直接波が支配的

であることがわかる．図 5.3.2.2 に示すように，見通し外である翼端部付近を評価面とし

た場合，評価点 2での電界強度の値は 58±2 dBµV/m である．評価点 2 での電界強度の値

は，見通し外である評価点から+0.5 m の高さの場合と比較して 3 dB程度高いことを確認

した．図 5.3.2.3 に示すように，機内では外壁などによる多重反射により電界が複雑に分

布し，機外では窓から漏洩した電波が放射状に伝搬することが確認できる．評価点 1の設

置位置付近では 66±2 dBμV/m の値となっている．翼端部の評価点と比較して 3 dB程度高

い． 
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図 5.3.2.1 評価点 1を通る xy 平面での 2次元電界強度分布 

 

図 5.3.2.2 評価点 2を通る xy 平面での 2次元電界強度分布 
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図 5.3.2.3 評価点 1，2を通る xz 平面での 2次元電界強度分布 

 

 

5.4 航空機内外の伝搬損失の距離特性に関する検討 

WAICシステムの設置候補として，着氷センサーなどが搭載されている主翼端部上が挙

げられている．翼の先端から放射された電波は，翼からの反射波と合成し，複数の窓から

航空機に進入する．進入した電波は周囲の金属によって多重反射するため，電磁界分布は

非常に複雑になる．このため，受信装置での電界強度（受信電力）を高精度に評価するこ

とは，WAIC無線回線を設計する上で非常に重要です． 本論文では，航空機内外の WAIC

受信サイトを考慮し，ITUが発表した理論値[54, 55]に基づいて数値解析から得られた伝搬

損失特性を定量的に評価している． 

本節では，高信頼な無線通信の実現を目的として，翼端部に機外WAICシステムの設置

を仮定した場合，機内外における伝搬損失の距離特性を明らかにするとともに，市街地や

地下街と比較して航空機を含んだ場合の伝搬損失の増加量とその範囲を明らかにした． 

 

5.4.1 送信アンテナと機内外の評価面の設置位置 

図 5.4.1.1 に，本検討で用いる中型航空機モデルと設定する送信アンテナおよび評価面

の設置位置を示す．送信アンテナ（Tx-antenna : 𝜆/2 Dipole antenna）は入力電力を 100 mW

とし，垂直偏波となるよう設置した．評価面の大きさは一波長分（70 mm×70 mm）とし

て，送信アンテナ設置位置から機体方向（-x 方向）に 15 m，18 mの位置に機外，機内の

評価面をそれぞれ設置した． 
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図 5.4.1.1 数値解析モデルと機外WAICシステムおよび評価面 

 

5.4.2 解析結果 

図 5.4.2.1 は，数値解析から得られた機内外の評価面における伝搬損失の平均値と数式

から求められた伝搬損失（自由空間，市街地環境，オフィス環境）を示している．垂直軸

は，伝搬損失，水平軸の上と下は，機内，機外それぞれの場合の送信アンテナからの評価

面までの距離である． 

航空機内外の伝搬経路損失は自由空間伝搬損失（FSPL：Free Space Pass Loss）の場合よ

りも大きいことが読み取れる．航空機外では，翼やエンジンなどの航空機特有の構造物に
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よる伝播損失が考えられる．機内では，電磁界強度は多重反射により大きく減衰し，内部

経路は外部経路よりも伝搬損失が大きいことが読み取れる．図 5.4.2.1 での伝搬損失の最

大差は約 15.5 dBである．数値解析から得られた伝搬路損失には，翼からの反射波が含ま

れており，理論値では考慮されていない．反射波が直接波に合成されるため，電磁界分布

は複雑になる．航空機のキャビン内での伝搬損失を評価するために，一般的なオフィス環

境における機内伝搬損失と比較した．伝搬損失の差は最大で約 10 dBであった．航空機の

周囲の金属壁での多重反射による損失が大きいことを確認できる．さらに，機内での伝搬

損失を評価するために，市街地における屋外伝搬損失と比較した．伝搬損失の差は最大で

約 30 dBであった．人や車の移動による損失が大きいことが確認できた． 

 図 5.4.2.1 に示すように，通常，伝搬損失はアンテナからの距離が短くなるにつれて減

少する．しかし，図 5.4.2.2 はその逆を示している．図 5.4.2.3 に，数値解析によって得ら

れた二次元電界強度分布を示す． 黒い点線は評価面の外側の航空機構造を示している．

図中のハイトパターンに示されるように，翼から反射された波は直接波と干渉し，電磁界

分布を複雑にする． 

 

 

図 5.4.2.1 機内外の評価点におけるアンテナ設置高さでの伝搬損失 
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図 5.4.2.2 機内外の評価点におけるアンテナ設置高さ-0.5 mでの伝搬損失 

 

 

図 5.4.2.3 送信アンテナを通る xy平面での二次元電界強度分布 
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5.5 むすび 

 本章では，4.4GHz 帯 WAIC システムの機内-機外間通信の伝搬特性評価の一例として，

機内中央に設置された送信アンテナから主翼先付近までの電波伝搬特性について二次元

電界強度分布を用いて評価した．これらの結果より機外WAICシステムの設置においては

ばらつきを考慮した無線回路設計が必要であることを確認した． 

 また，WAICシステムの受信点として機体内壁および機体外壁付近を用意し，数値解析

から得られた伝搬損失と理論値から得られた伝搬損失を比較した．数値解析によって得ら

れた伝搬損失には，翼からの反射波が含まれるが，これは理論的評価では考慮されていな

い．直接波に対する反射波の影響が大きく，電磁界分布が非常に複雑になることを確認し

た．また，数値解析を用いることの有効性と無線回線設計における電界強度の分散を考慮

することの重要性を確認した．他の航空機についても数値解析と実測結果を比較し，得ら

れた結果が概ね一致することを確認した[56]．これらの結果から，本研究の結果はある程

度妥当であると考えられる． 
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第 6章 

 

多重反射環境における電磁干渉を

想定した電磁界解析 – 航空機電波

高度計を対象とした電磁干渉評価

例 – 

 

6.1 まえがき 

前章まででWAICシステムに関する航空機内外の伝搬特性について明らかにした．本章

では，WAICシステムと航空機の既存設備である電波高度計間における電磁干渉を想定し

た与干渉推定を実施する．航空機には，WAICシステムの他にも非常に多くのアンテナや

センサーなどの電波利用機器が搭載されている．例えば，機体後方下部に取り付けられて

いる電波高度計は，送信波と大地からの反射波の送受信時間差から機体の高度を計算する

無線設備であり，それらの情報に基づいて航空機のナビゲーション機能，地形認識，衝突

回避システムなどへ情報を提供する．一般的な電波高度計は，周波数変調連続波

（FM-CW：Frequency Modulation - Continuous Wave）方式を採用しており，中心周波数が

4.3 GHz，帯域幅が 100 MHz のシステムとなっている．WAICシステムの実用化にあたり，

WAICシステム-電波高度計間の電磁干渉が予想されており，また，既に実用化されている

第五世代移動通信システム（5G：5th Generation）の Sub6帯（5Gにおける 6 GHz 未満の

周波数帯）電波との電磁干渉が報告されている[57]． 

本章では，WAICシステムと使用する周波数帯が近接する電波高度計を対象とした与干

渉推定を目的に，機外における伝搬損失特性について評価する．具体的には，翼端部上に

機外WAICシステムを模擬した送信アンテナ（以下，送信アンテナ）を設置した場合を想

定し，航空機の既存設備である電波高度計周辺までの伝搬損失を数値解析から得られた電
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磁界分布を用いて評価する． 

 

6.2 送信アンテナと電波高度計の設置位置 

 図 6.2.1 に，実際の航空機上に搭載されている各種アンテナと電波高度計の設置位置を

示す[58]．電波高度計は二つのアンテナで一組の装置であり，予備にもう一組が設置され

ているため，図中の赤丸に示すようにアンテナの総数は 4基である．図 6.2.2と表 6.2.1に，

それぞれ電波高度計の実機写真とアンテナパラメータを示す [59]．電波高度計は，

4200-4400 MHz 帯を用い，絶対利得が 9.5 dBi の直線偏波のアンテナである．本検討では，

これら電波高度計の設置位置付近における電界強度の増加量と範囲を明らかにする．図

6.2.3 に中型航空機モデルと設定する送信アンテナの設置位置を示す．送信アンテナ

（Tx-antenna : 𝜆/2 Dipole antenna）は入力電力を 100 mWとし，垂直偏波となるように設

置した．評価面は電波高度計を通る平面上とした． 

 

 

 

図 6.2.1 実機上に搭載されている各種アンテナと電波高度計の設置個所 
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図 6.2.2 電波高度計の実機写真 

 

表 6.2.1 電波高度計のアンテナパラメータ 
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図 6.2.3 数値解析に用いた航空機モデル 

 

 

6.3 WAIC システム―電波高度計間における電磁干渉

推定 

 

6.3.1 送信アンテナと電波高度計を通る平面における電界強度分布 

図 6.3.1.1，図 6.3.1.2に，送信アンテナと電波高度計を通る xy 平面での二次元電界強度

分布の三軸合成成分と主偏波成分をそれぞれ示す．図 6.2.3 で示したように，電波高度計

は水平偏波となるよう設置されている．本検討において，送信アンテナを垂直偏波となる

ように設置したため，電界の三軸合成成分と主偏波成分（ここでは垂直偏波が主偏波）の
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差をとったものが電波高度計付近での電界強度値と考えられる．図 6.3.1.1，図 6.3.1.2 を

比較することにより，電波高度計で干渉が見込まれる電界強度の値を評価する． 

図 6.3.1.1，図 6.3.1.2 いずれの場合においても翼上付近で波長に対して非常に大きな間

隔の縞模様が確認できる．これは，送信アンテナからの放射された電波と翼からの反射波

が合成されることで生じたハイトパターンである． 

これら合成波は機体外壁を回り込んで機体下部に設置された電波高度計へと伝搬する．

送信アンテナ設置高さが変われば当然ハイトパターンが変わるため，電波高度計付近で受

信される電界強度の値も変化する．よって，自機電波高度計への電磁干渉を議論する際は，

機外WAICの設置高さを十分考慮する必要がある． 

 

 

 

図 6.3.1.1 送信アンテナと電波高度計を通る xy平面での二次元電界強度分布 

（三軸合成成分） 
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図 6.3.1.2 送信アンテナと電波高度計を通る xy平面での二次元電界強度分布 

（主偏波成分のみ） 

 

図 6.3.1.1から，電波高度計近傍の 10波長程度の範囲における電界強度値 76±6 dBμV/m

であった．また，図 6.3.1.1，図 6.3.1.2 の差分を取ることによって，翼上，翼下における

機体の曲面構造物に起因した交差偏波成分を確認し，電波高度計付近における電界強度が

大きいところで 6 dBμV/m 程度であることを確認した．伝搬経路中にある円筒状の機体外

壁や丸みを帯びたエンジンに起因して交差偏波成分が増大していることが明らかになっ

た． 

 

 

6.3.2 電波高度計を通る平面における電界強度分布 

図 6.3.2.1，図 6.3.2.2に，機体中央の電波高度計設置位置を通る yz 平面での二次元電界

強度分布（三軸合成成分，主偏波成分）を示す．両図とも機体上方に横長の縞模様を確認

できる．また，縞の間隔は波長（4.4 GHz の 1波長は 68 mm）に対して非常に大きい．こ

れはモアレと呼ばれる視覚現象であると考えられる．モアレとは，規則正しい繰り返し模
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様が表示された際に並び間隔の差（周期的な差）によって発生する縞模様のことである．

本解析は，解析空間を波長の十分の一以下の非常に微細なセルに区切って解析を行ってい

るため，得られる結果も詳細なものとなる．波長間隔の干渉縞が機体全体をマクロに見た

ときに複数表示されたことでモアレが生じたものと考えられる． 

 

 

図 6.3.2.1 電波高度計を通る yz平面での二次元電界強度分布 

（三軸合成成分） 

 

 

図 6.3.2.2 電波高度計を通る yz平面での二次元電界強度分布 

（主偏波成分のみ） 
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図6.3.2.1から，電波高度計近傍の10波長程度の範囲における電界強度値は80±6 dBμV/m

であった．また，図 6.3.2.1，図 6.3.2.2 の差分を取ることによって，電波高度計付近での

電界強度の交差偏波成分が大きいところで 7 dBμV/m 程度であることを確認した． 

 

 

6.4 むすび 

 本章では，4.4GHz 帯 WAIC システムと電波高度計間の電磁干渉評価の一例として，翼

端部上に設置された送信アンテナから電波高度計が設置されている機体下部までの電波

伝搬特性について二次元電界強度分布を用いて評価した．検討結果から，電波高度計付近

における電磁干渉について議論する際は，翼端部上の送信アンテナ設置高さについて十分

な検討が必要であることを明らかにした．また，解析空間を波長に対して非常に微細なセ

ルで分割し解析したことで，機体上方においてモアレと呼ばれる周期的な差によって生じ

る縞模様を確認した．また，電波高度計付近においても取得した詳細な電磁界データから，

円筒状構造物に起因した電界強度の交差偏波成分を定量的に評価した．  

これらの結果から機外WAICシステムの設置においては，翼やエンジンといった機外構

造物による反射波を考慮した無線回線設計が必要であることを確認した． 
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第 7章 

 

屋外漏洩波による電磁界分布の 

解析評価法の検討 

 

7.1 まえがき 

本章では，WAICシステムの実用化までの重要な課題となっている WAIC周波数帯電波

の機外漏えい波に関する評価について，大規模 FDTD解析を適用し，3次元の空間網羅的

な評価を実現する．航空機全体を含む解析モデルを用いて，機外漏えいの基本特性を明ら

かにする．機外漏えいは航空機の複数の窓からの放射の重ね合わせとして生じるため，機

体を取り囲む方位方向の円周上に評価点を設定し評価を行う．本検討では，実機を用いた

測定において候補として挙げられている機内前方中央の位置に，WAICシステムを模擬し

た送信アンテナ（以下，送信アンテナ）を配置しこの点を基準とした伝搬損失の評価を行

う．さらに，送信アンテナの設置高さが機外漏えい波に与える影響について評価を行う． 

 

7.2 送信アンテナと円周上評価面の設置位置 

図 7.2.1 に，本検討で用いる中型航空機モデルと設定する送信アンテナおよび評価面の

設置位置を示す．送信アンテナ（Tx-antenna :λ/2 Dipole antenna）は入力電力を 100 mW

とし，垂直偏波とした．評価面は，観測面における機体中央を中心とした円周とし，評価

する航空機の機体が含まれるように半径を 20 mとした（図 7.2.1中の赤円弧）． 

 

 

 

 

 

 



 88 

 

図 7.2.1 数値解析に用いた航空機モデル 

 

 

7.3 機外円周上評価面を用いた伝搬特性推定 

航空機外を評価点としたとき，機内の送信アンテナの設置高さに起因した漏えい波伝搬

損失の差異について検討する．機体方位角方向に対する漏えい特性を評価するため，機体

中央を中心とした半径 20 m の円周上を評価点とし，窓の中心高さ付近と地面付近にそれ

ぞれ設定した．  
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7.3.1 窓と同程度の高さを評価面とした場合の電界強度分布 

図 7.3.1.1 に示すように，機内の送信アンテナと機外の評価点間で，窓を介し直接波が

ある場合とない場合の比較を行うため，送信アンテナを窓の中心を通る高さに設置した場

合を Antenna position 1，そこから+0.5 m に設置した場合を Antenna position 2 とする．観測

面は窓の中心を通る高さとそこから±0.5 m の高さとし，機体中央を中心とする 15°から

165°の範囲の円周上を評価点とした．各評価点にあたるボクセルにおいて，Antenna 

position 1と Antenna position 2の場合の電界強度値を比較し，機内の送信アンテナ設置高

さの違いに起因した漏えい波の強度について議論する． 

図 7.3.1.2 に，窓の中心を通る高さから+0.5 m を観測面とする円周上の評価点での伝搬

損失を示す．窓を介して見通しとなる Antenna position 1 の結果（Pattern 1）において，送

信アンテナ設置位置である 20°から 50°付近では，Antenna position 2の結果（Pattern 2）

と比べ伝搬損失が小さくなることが読み取れる．差異が最大となる評価点では，直接波の

ない Antenna position 2 の場合と比較し Antenna position 1 の場合には 19 dB程度小さい．図

7.3.1.2 の評価を行った窓の中心を通る高さから+0.5 m の観測面における二次元電界強度

分布を図 7.3.1.3に示す．図中の赤丸で示した領域を比較すると，Antenna position 1の場合，

直接波の存在により複数の窓から強度の高い漏えい波が生じていることがわかる． 

 

 

図 7.3.1.1 送信アンテナ位置と観測面の高さ 
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図 7.3.1.2 窓の中心から+0.5 m の高さを観測面とする円周上の伝搬損失 

 

 

図 7.3.1.3 窓の中心から+0.5 m の高さを観測面とする二次元電界強度分布 

（a：Antenna position 1，b：Antenna position 2） 
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図7.3.1.4に窓の中心を通る高さを観測面とする円周上の伝搬損失を示す．同図より20°

から 50°付近で Antenna position 1 の伝搬損失が小さくなっていることがわかる．Antenna 

position 2 の場合と比較し，最大で 16 dB程度小さくなる．図 7.3.1.5に窓の中心を通る高

さの観測面における二次元電界強度分布を示す．図中赤丸で示した領域を比較した場合，

図 7.3.1.3と同様に，直接波が存在するAntenna position 1ではAntenna position 2と比較し，

複数の窓からのより強度の高い漏えい波が観測できる． 

さらに，図 7.3.1.6に窓の中心を通る高さから-0.5 m を観測面とする円周上の伝搬損失を

示す．Antenna position 1 において，送信アンテナ設置位置である 40°から 50°付近で伝

搬損失が小さくなっている．Antenna position 2 と比較した場合に最大で 18 dB程度小さく

なる．図 7.3.1.7 に図 7.3.1.6 の評価を行った窓の中心から-0.5 m の高さの観測面における

二次元電界強度分布を示す．図中赤丸で示した領域を比較した場合，図 7.3.1.3 および図

7.3.1.5 と比べて，Antenna position 1 と Antenna position 2 の際は小さく見えるものの，

Antenna position 1 の場合には評価点を設置した円周上までより高い強度の漏えい波が生

じていることがわかる． 

 

図 7.3.1.4 窓の中心を通る高さを観測面とする円周上の伝搬損失 
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図 7.3.1.5 窓の中心を通る高さの観測面における二次元電界強度分布 

（a：Antenna position 1，b：Antenna position 2） 
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図 7.3.1.6 窓の中心から-0.5 m の高さを観測面とする円周上の伝搬損失 

 

 

図 7.3.1.7 窓の中心から-0.5 m の高さを観測面とする二次元電界強度分布 

（a：Antenna position 1，b：Antenna position 2） 
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7.3.2 地面付近の高さを評価面とした場合の電界強度分布 

次に，7.3.1 節と同様の検討を地面付近の高さを観測面とした場合について行う．図

7.3.2.1に示すように，観測面を地面から+0.7 m，+1.4 m，+2.1 m の高さとし，機体中央を

中心とする円周上 15°から 165°の範囲を評価した． 

 

 

図 7.3.2.1 送信アンテナと観測面の設置高さ 

 

図 7.3.2.2に Antenna position 1，2における地面から+2.1 m の高さを観測面とする円周上

の伝搬損失を示す． 前節で示した窓の高さ付近に観測面を設定した場合と異なり，

Antenna position 2の場合に伝搬損失が小さくなることがわかる．これは，観測面が下方に

あるため Antenna position 2 の場合に直接波が存在するようになるためと考えられる．評価

結果より，30°から 100°付近において，Antenna position 2は Antenna position 1 と比較し

て伝搬損失が最大で 20 dB程度小さくなることが読み取れる．一方で，115°から 150°付

近においては，Antenna position 1 の伝搬損失は Antenna position 2 よりも 12 dB程度小さく

なる．7.3.2.3に地面から+2.1 m の高さの観測面における二次元電界強度分布を示す．図中

の赤丸で示した領域を比較した場合，Antenna position 2は Antenna position 1 と比較して電

界強度の値が大きいことがわかる．これは，エンジンの前方付近からの反射波の影響であ

り，これが 115°から 150°付近において，Antenna position 1 の伝搬損失を減少させる原

因と考えられる． 
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図 7.3.2.2 地面から+2.1 m の高さを観測面とする円周上の伝搬損失 

 

 

図 7.3.2.3  地面から+2.1 m の高さの観測面における二次元電界強度分布 

（a：Antenna position 1，b：Antenna position 2） 
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さらに，図 7.3.2.4 および図 7.3.2.5に地面から+1.4 mおよび+0.7 m の高さを観測面とし

た場合の円周上の伝搬損失をそれぞれ示す． 

図 7.3.2.4における地面から+1.4 mの高さを観測面とした場合の特性から，60°付近と 80°

から 120°付近において，Antenna position 2は Antenna position 1 と比較して伝搬損失が最

大で 28 dB程度小さいことが読み取れる． 

図 7.3.2.5における地面から+0.7 mの高さを観測面とする特性より，40°から 100°付近

において，Antenna position 2 は Antenna position 1と比較して伝搬損失が最大で 15 dB程度

小さいことが読み取れる． 

これらはいずれも，図 7.3.2.2の特性と同様に，Antenna position 2 の場合に窓を介した直

接波が円周上の評価面に含まれるためであるだと考えられる． 

 

図 7.3.2.4  地面から+1.4 m の高さを観測面とする円周上の伝搬損失 

（a：Antenna position 1，b：Antenna position 2） 
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図 7.3.2.5  地面から+0.7 m の高さを観測面とする円周上の伝搬損失 

（a：Antenna position 1，b：Antenna position 2） 

 

7.4 むすび 

本章では，4.4GHz 帯WAICシステムの機外漏えい波の伝搬特性について，大規模 FDTD

解析により評価を行った．送信アンテナ設置位置として機内前方の中央を一例として設定

し，高精度な二次元電界強度分布を取得して漏えい波の伝搬損失を評価した．航空機全体

を含む解析により，機体方位角方向における機外漏えい波の伝搬損失特性が明らかになっ

た．さらに，機内の送信アンテナ設置高さを 0.5 m 程度変化させた場合，機外漏えい波の

強度において最大で 28 dB程度の差異が生じる可能性があることを明らかにした．WAIC

システムの機外-機内間無線回線設計あるいは機外漏えい波による与干渉推定においては，

これら伝播損特性を見込む必要があることを確認した．  
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第 8章 

 

結論 

 

 以下に本論文で得られた成果および考察について各章ごとに要約する． 

 第 1章では，本研究の目的および背景について述べた． 

 第 2 章では，時間領域差分法（FDTD 法）について解説し，本解析手法の要素として，

セル寸法，時間ステップ，吸収境界条件などについて述べた． 

 第 3章では，大規模な解析領域を効率よく計算する手段として，並列コンピューティン

グ技術について示し，それを FDTD解析に適用する手法を述べた．  

 第 4章では，航空機産業において新たに利用が想定される WAICシステムについて評価

するため，航空機簡易モデルを用いて機内偏波特性について検討した．また，同簡易モデ

ルを発展させることにより大型計算機で動作する航空機モデルを作成した． 

第 5章では，第 4章で作成した航空機モデルを用いて航空機内外の伝搬特性について詳

細な評価を行った．特に，機内外にそれぞれ送受信アンテナを設置したとき，経路間が見

通しである場合と見通しでない場合について検討し，航空機特有の構造物である翼やエン

ジンによる影響について評価した． 

第 6章では，使用する周波数帯が近いことから電磁干渉が懸念されている WAICシステ

ムと電波高度計間の電磁界分布について評価した．これらの結果から，電波高度計付近で

の電界強度の増加量と範囲を特定することに成功した． 

第 7章では，WAIC システムを搭載した航空機間での電磁干渉影響について機体を囲む

円周状評価面を用いて評価した．検討結果から，機内に設置した送信アンテナの設置高さ

に起因した電界強度の変化を確認した． 

 本論文では，新規の周波数帯について解析し，電波利用機器の実現に際して最も重要な

検討課題の一つである電磁環境適合性について数値解析から得られた電磁界分布を用い

て評価した．これにより，機内，機外の伝搬の詳細がより明らかになり，機内通信を行う

際の送受信アンテナ間における経路損失推定や電磁干渉影響の評価が可能となった．これ

らの研究成果が，将来航空機をより利便性のあるものへと発展させるために搭載される電

波通信機器のEMI評価法，ならびに通信エリア設計法の確立へ貢献することを期待する． 
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